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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には消費税および地方消費税(以下「消費税等」という)は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため、記載しておりません。 

３ 第97期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基準第２号)

及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基準適

用指針第４号)を適用しております。 

４ 第100期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基

準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準適用指針第８号)を適用しております。 

  

回次 第96期 第97期 第98期 第99期 第100期 

決算年月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月

売上高 (百万円) 134,710 143,645 169,209 167,875 170,303

経常利益 (百万円) 18,741 20,920 29,767 25,993 20,963

当期純利益 (百万円) 8,064 12,249 19,412 16,368 13,773

純資産額 (百万円) 184,046 169,542 154,734 161,074 156,972

総資産額 (百万円) 202,412 194,145 179,788 186,581 180,273

１株当たり純資産額 (円) 1,389.86 1,396.88 1,419.56 1,567.15 1,610.51

１株当たり当期純利益 (円) 60.12 97.16 171.77 153.50 137.39

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 90.9 87.3 86.1 86.3 86.6

自己資本利益率 (％) 4.4 6.9 12.0 10.4 8.7

株価収益率 (倍) 29.9 22.8 17.0 20.2 25.1

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 20,781 25,288 18,968 25,032 15,513

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 2,564 △11,061 3,282 △10,898 △6,105

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △7,704 △22,904 △32,991 △23,021 △23,862

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(百万円) 75,489 64,170 52,113 48,015 36,057

従業員数 
(外、平均臨時 
雇用者数) 

(名) 
5,399 
(1,884)

6,107
(1,455)

7,059
(1,762)

7,003 
(1,443)

7,393
(1,458)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 第96期の１株当たり配当額には、特別配当２円50銭を含んでおります。 

３ 第97期の１株当たり配当額には、特別配当６円50銭を含んでおります。 

４ 第98期の１株当たり配当額には、特別配当12円50銭を含んでおります。 

５ 第99期の１株当たり配当額には、特別配当18円50銭を含んでおります。 

６ 第100期の１株当たり配当額には、特別配当22円50銭を含んでおります。 

７ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため、記載しておりません。 

８ 第97期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基準第２号)

及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基準適

用指針第４号)を適用しております。 

９ 第100期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基

準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準適用指針第８号)を適用しております。 

  

回次 第96期 第97期 第98期 第99期 第100期 

決算年月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月

売上高 (百万円) 115,258 123,553 147,227 138,814 136,744

経常利益 (百万円) 10,833 12,017 18,562 19,283 11,493

当期純利益 (百万円) 2,440 5,521 11,618 12,872 7,862

資本金 (百万円) 35,613 35,613 35,613 35,613 35,613

発行済株式総数 (千株) 134,803 121,703 110,603 102,803 97,603

純資産額 (百万円) 125,338 109,760 88,822 81,716 66,453

総資産額 (百万円) 140,450 131,016 108,705 99,868 103,673

１株当たり純資産額 (円) 946.52 904.05 814.44 794.57 685.15

１株当たり配当額 
(内、１株当たり 
中間配当額) 

(円) 

(円) 

15.00 

(7.50)

19.00

(9.50)

25.00

(12.50)

31.00 

(15.50)

35.00

(17.50)

１株当たり当期純利益 (円) 18.19 43.37 102.41 120.52 78.44

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 89.2 83.8 81.7 81.8 64.1

自己資本利益率 (％) 1.9 4.7 11.7 15.1 10.6

株価収益率 (倍) 99.0 51.2 28.6 25.7 44.0

配当性向 (％) 81.9 43.8 24.4 25.7 44.6

従業員数 
(外、平均臨時 
雇用者数) 

(名) 
1,010 
(123)

996
(188)

1,010
(212)

975 
(183)

989
(197)



２ 【沿革】 

  

大正10年２月 堺市東湊町３丁において初代取締役社長島野庄三郎が島野鉄工所を創立。自転車部

品フリーホイールの製造を開始。 

昭和11年６月 現在地たる堺市堺区老松町３丁77番地に工場を新設移転。 

昭和15年１月 資本金150万円の株式会社に改組。社名を株式会社島野鉄工所に変更。 

昭和26年２月 島野自転車株式会社(資本金2,300万円)を吸収合併し、資本金3,200万円に増資。 

社名を島野工業株式会社に変更。 

昭和35年６月 冷間鍛造を開始。 

昭和40年３月 米国、ニューヨーク市に現地法人Shimano American Corporation(現連結子会社)を

設立。 

昭和45年２月 釣用リールの製造を開始。 

昭和45年10月 島野山口株式会社を設立。 

昭和45年12月 下関工場第一期工事竣工。 

昭和46年１月 島野足立株式会社を設立し、釣用竿の製造を開始。 

昭和47年８月 西ドイツ、デュッセルドルフ市に現地法人Shimano(Europa)GmbH設立。 

昭和47年11月 大阪証券取引所の市場第２部に上場。 

昭和48年５月 東京証券取引所の市場第２部に上場。 

昭和48年５月 シンガポールに現地法人Shimano(Singapore)Pte. Ltd.(現連結子会社)を設立。 

昭和48年10月 大阪証券取引所、東京証券取引所の市場第１部に上場。 

昭和52年４月 株式会社フィッシング関東が発足。(昭和55年11月社名をシマノ釣具東日本販売株

式会社に変更) 

昭和52年６月 株式会社フィッシング九州を設立。 

昭和54年10月 中国シマノ販売株式会社を設立。 

昭和55年３月 シマノ関西株式会社を設立。 

昭和56年６月 株式会社フィッシング九州が中国シマノ販売株式会社を吸収合併し、社名をシマノ

釣具西日本販売株式会社に変更。 

昭和56年12月 シマノ釣具西日本販売株式会社がシマノ関西株式会社を吸収合併。 

昭和57年３月 本社新社屋竣工。 

昭和62年５月 シマノ釣具西日本販売株式会社がシマノ釣具東日本販売株式会社を吸収合併し、社

名をシマノ釣具販売株式会社に変更。 

平成元年２月 オランダに現地法人Ultegra Nederland B. V.を設立。 

平成元年５月 シマノ臨海株式会社(現連結子会社)を設立。 

平成２年１月 マレーシアに現地法人Shimano Components(Malaysia)Sdn.Bhd.(現連結子会社)を設

立。 

平成２年３月 イタリアAlfred Thun S.p.A.の株式取得。 

平成３年３月 社名を株式会社シマノに変更。 

平成４年10月 中国江蘇省昆山市に現地法人Shimano(Kunshan)Bicycle Components Co., Ltd.(現

連結子会社)を設立。 



  

  

平成７年３月 島野山口株式会社、シマノ釣具販売株式会社及びシマノ釣具静岡販売株式会社より

営業譲受。 

平成７年７月 インドネシアに現地法人P.T.Shimano Batam(現連結子会社)を設立。 

平成７年10月 子会社のシマノ臨海株式会社(現連結子会社)が島野山口株式会社、シマノ釣具販売

株式会社およびエヌエフテー株式会社を吸収合併。 

平成８年７月 マレーシアに現地法人Shimano(Mersing)Sdn.Bhd.(現連結子会社)を設立。 

平成９年11月 Ultegra Nederland B.V.(現 Shimano Europe Fishing Holding B.V.)(現連結子会

社)及びShimano(Europa)GmbH(現Shimano Germany Fishing GmbH)(現連結子会社)の

株式及び出資金を現物出資して、Shimano Europe Holding B.V.(現連結子会社)を

設立。 

平成10年11月 イタリアAlfred Thun S.p.A.の株式を追加取得、同年12月に社名をShimano Italia 

S.p.A.(現連結子会社)に変更。 

平成12年11月 フランスEts A.Bertin S.A.(現Shimano France Composants Cycles S.A.S.)(現連

結子会社)の株式を取得。 

平成13年３月 チェコに現地法人Shimano Czech Republic s.r.o.(現連結子会社)を設立。 

平成13年６月 中国に現地法人Shimano(Shanghai)Bicycle Components Co.,Ltd.(現連結子会社)を

設立。 

平成14年９月 台湾に現地法人Shimano Taiwan Co., Ltd.(現連結子会社)を設立。 

平成15年４月 中国に現地法人Shimano(Tianjin)Bicycle Components Co.,Ltd.(現連結子会社)を

設立。 

平成16年12月 スウェーデンHallman Sports ABとその子会社Hallman Sports OY の株式を取得。

平成17年９月に社名をShimano Nordic Cycle AB（現連結子会社）とShimano 

Nordic Cycle OY(現連結子会社)に変更。 



３ 【事業の内容】 

当社の企業集団は、当社及び連結子会社33社等で構成され、自転車部品、釣具の製造販売を主な内容としておりま

す。 

当社グループが営んでいる主な事業内容、各関係会社等の当該事業に係る位置づけおよび事業の種類別セグメント

との関連は、次のとおりであります。 

なお、次の３事業は「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 (1) 連結財務諸表 注記」にて掲げる事業の種類別

セグメント情報の区分と同一であります。 

  

自転車部品事業 

自転車部品事業では、変速機等の駆動用部品、ブレーキ等の制動用部品及びその他の自転車部品の製造・販売を

行っております。 

当事業では、当社および連結子会社であるShimano(Singapore)Pte.Ltd.、Shimano  Components(Malaysia)

Sdn.Bhd.、Shimano(Kunshan)Bicycle Components Co.,Ltd.他が製造しており、一部の作業工程については、連結子

会社P.T. Shimano Batam他に下請けさせております。販売につきましては、当社、連結子会社であるShimano 

Europe B.V.、Shimano American Corporation他が販売しております。 

  

釣具事業 

釣具事業では、リール、ロッド、フィッシングギアの製造・販売を行っております。 

当事業では、当社および連結子会社であるShimano(Singapore)Pte.  Ltd.、Shimano  Components(Malaysia)

Sdn.Bhd.他が製造しており、一部の作業工程については、当社、連結子会社であるシマノ熊本㈱他に下請けさせて

おります。当社、連結子会社であるShimano Europe Fishing Holding B.V.、Shimano American Corporation他が販

売しております。 

  

その他事業 

その他事業では、自動車関連企業向けの冷間鍛造品の製造・販売、スノーボード関連用品等の製造・販売を行っ

ております。冷間鍛造品については、当社が製造販売しております。また、スノーボード関連用品については、当

社および関連会社であるWoo Yun Co., Ltd.他が製造しており、販売については当社がおこなっております。 

当社グループの自転車部品、釣具製品等の物流については、関連会社である㈱サンボウが主としておこなってお

ります。また、ヨーロッパにおける当社の販売子会社の統括を、連結子会社であるShimano Europe Holding B.V.が

おこなっております。 

  



事業の系統図は次のとおりであります。 

 

  



４ 【関係会社の状況】 
  

(注) １ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 
２ 上記の内、Shimano(Singapore)Pte. Ltd.、Shimano Components(Malaysia)Sdn. Bhd.は特定子会社に該当します。 
３ 有価証券届出書または有価証券報告書を提出している会社はありません。 
４ 議決権の所有割合の( )内は、間接所有割合で内書であり、[ ]内は緊密な者等の所有割合で外書であります。 

名称 住所 資本金 
又は出資金 

主要な
事業の内容 

議決権の
所有割合 
(％) 

役員の兼任

関係内容 当社
役員 

当社
職員 

(連結子会社)         

Shimano(Singapore) 
Pte.Ltd. シンガポール 

千シンガ
ポールドル

39,375

自転車部品
釣具 100 6 ―

当社の自転車部品及び釣具を製造
しております。 

Shimano Components 
(Malaysia) Sdn. Bhd. 

マレーシア
ジョホール 

千マレーシア
ドル
18,000

自転車部品
釣具 

100
(100)

5 ―
当社の自転車部品及び釣具を製造
しております。 

Shimano (Kunshan)  
Bicycle Components Co.,Ltd. 中国昆山

千USドル
12,262

自転車部品 100 4 1
当社の自転車部品を製造しており
ます。 

シマノ臨海㈱ 大阪府堺市
百万円
277

自転車部品
釣具 100 4 1

当社の自転車部品及び釣具の販
売、補修及び保管業務を行ってお
ります。 
なお、当社所有の土地を賃借して
おります。 

Shimano Germany 
Fishing GmbH 

ドイツ 
クレフェルド 

千ユーロ
100

釣具
100
(100)

― ― 当社の釣具を販売しております。

Shimano Europe 
Holding B.V. 

オランダ
ヌンスペート 

千ユーロ
5,148

全社(共通) 100 2 ―
当社のグループの欧州子会社を統
括しております。 

Shimano U.K.Ltd. イギリス
ウスターシャー 

千ポンド
1,000

釣具
100
(100)

― ― 当社の釣具を販売しております。

Shimano Benelux B.V. オランダ
ヌンスペート 

千ユーロ
2,268

自転車部品
100
(100)

― ―
当社の自転車部品を販売しており
ます。 

Shimano Europe B.V. オランダ
ヌンスペート 

千ユーロ
100

自転車部品
100
(100)

― ―
当社の自転車部品を販売しており
ます。 

Shimano Belgium N.V. ベルギー
メヘレン 

千ユーロ
62

自転車部品
100
(100)

― ―
当社の自転車部品を販売しており
ます。 

Shimano Europe Fishing 
Holding B.V. 

オランダ
ヌンスペート 

千ユーロ
3,630

釣具
全社(共通) 

100
(100)

― ―
当社の釣具の販売及び欧州釣具子
会社を統括しております。 

Shimano Italia S.p.A.  
in liquidazione 

イタリア
ブリガノバレーゼ 

千ユーロ
110

自転車部品
100
(100)

― 1
当社の自転車部品を製造しており
ます。 

Shimano Italy 
Fishing S.r.l. 

イタリア
レニャーノ 

千ユーロ
119

釣具
51
(51)

1 ― 当社の釣具を販売しております。

Shimano American 
Corporation 

アメリカ合衆国 
カリフォルニア 

千USドル
14,000

自転車部品
釣具 

42
[52]

2 ―
当社の自転車部品及び釣具を販売
しております。 

P.T.Shimano Batam インドネシア 
バタム 

千USドル
1,250

自転車部品
釣具 

100
(100)

1 1
当社の自転車部品及び釣具を製造
しております。 

Shimano Czech  
Republic s.r.o. 

チェコ 
カルビナ 

千チェコ
コルナ
90,100

自転車部品
100
(100)

― 1
当社の自転車部品を製造しており
ます。 

Shimano Taiwan 
Co., Ltd. 

台湾 
台中 

千USドル
200

自転車部品
100
(100)

3 1
当社の自転車部品を販売しており
ます。 

Shimano (Shanghai) 
Bicycle Components  

Co., Ltd. 

中国 
上海 

千USドル
200

自転車部品
100
(100)

1 2
当社の自転車部品を販売しており
ます。 

Shimano (Tianjin)Bicycle 
Components Co.,Ltd. 

中国 
天津 

千USドル
6,000

自転車部品
100
(100)

3 1
当社の自転車部品を製造しており
ます。 

シマノ熊本（株） 熊本県山鹿市 百万円
150

釣具部品 100 3 2
当社の釣具部品を製造しておりま
す。 

その他13社         



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年12月31日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員(当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者を含む)で

あり、臨時従業員数は( )内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

２ 全社(共通)として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理区分に所属しているものでありま

す。 

３ 臨時従業員には、パートタイマーの従業員を含み、派遣社員を除いております。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年12月31日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む)であり、臨時従業員数は( )内に

年間の平均人員を外数で記載しております。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３ 臨時従業員には、パートタイマーの従業員を含み、派遣社員を除いております。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社の労働組合は、ジェイエイエムに加盟しており、平成18年12月31日現在の組合員数は874名であります。 

なお、労使関係は極めて円満に推移しており、特記すべき事項はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

自転車部品 5,192(1,059) 

釣具 1,741(  343) 

その他 18(    8) 

全社(共通) 442(   48) 

合計 7,393(1,458) 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円) 

989(197) 40.8 18.2 7,678,687 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におきましては、わが国経済は、企業収益の改善を背景に設備投資が引き続き好調に推移し、雇用

環境も改善するなど、景気回復基調を示しました。 

 海外におきましては、米国経済は、個人消費や設備投資の伸びが緩やかになったものの堅調に推移しました。欧州

経済は、外需の拡大による輸出の増加に支えられ、緩やかな景気回復が続きました。また、アジア経済は中国やイン

ドを中心として高い成長率を維持しました。 

 このような状況のもと、当社グループは「こころ躍る製品」の提供を目標に掲げ、魅力あふれる新製品の開発、品

質管理の徹底によるお客さま満足度の向上、世界規模での物流体制の強化に取り組んでまいりました。その結果、当

連結会計年度の売上高は170,303百万円（前年同期比1.4％増）となりました。また、利益面につきましては、経常利

益は20,963百万円（前年同期比19.3％減）、当期純利益は13,773百万円（前年同期比15.9％減）となりました。 

  

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

① 自転車部品事業 

当連結会計年度におきましては、マウンテンバイク向けコンポーネントのフラッグシップである「シマノＸＴ

Ｒ」のフルモデルチェンジを行い、また「ＸＴＲ」に次ぐ高級ＭＴＢ市場に対して「デオーレＸＴ」及び「デオー

レＬＸ」シリーズの追加スペックを投入するなど、ハイエンド部門への積極的な新製品の投入に努めました。 

米国市場では、ロードレーサー用部品における在庫調整局面の影響を受け、売上を伸ばすことができませんでし

た。欧州市場では、春先からの天候不順により上半期に売上は伸び悩みましたが、下半期には受注が堅調に推移し

ました。国内市場では、低価格帯自転車の攻勢が依然として強く、高付加価値商品への需要は限定され、売上は伸

び悩みました。 

この結果、当事業の売上高合計は122,793百万円（前年同期比1.7％減）、営業利益は18,934百万円（前年同期比19.0%減）

となりました。 

  

② 釣具事業 

国内市場におきましては、電子制御による効率的なキャスティングを可能とした最高級ベイトリールの「アンタ

レスＤＣ/ＤＣ７」、ロッドの多彩な組み合わせを実現した「バットジョイントシステム」搭載の船釣り用竿、イ

カ釣り専用の釣具セット「セフィア」シリーズを中心とした新製品が高い人気を獲得するなど、釣具市場全体の勢

いが依然として乏しい中、当社グループの売上は前年並みを維持しました。 

海外市場におきましては、中級・普及価格帯の商品構成を充実させるなど、それぞれの市場のニーズに対して適確

な対応を推し進めた結果、各市場とも順調に売上を伸ばしました。 

この結果、当事業の売上高合計は44,167百万円（前年同期比10.9％増）、営業利益は1,963百万円（前年同期比

0.9％増）となりました。 

  

③ その他事業 

冷間鍛造品事業は、自動車関連企業からの受注が年間を通して活発に推移し、売上高、利益ともに前年度を上回

る結果となり、当事業の売上高合計は、3,342百万円（前年同期比8.3％増）、営業利益は9百万円（前年同期は営

業損失46百万円）となりました。 



所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。 

① 日本 

売上高は、輸出の伸び悩みにより、138,890百万円（前年同期比1.1％減）となりました。また高付加価値製品

の売上の減少等により、営業利益は10,586百万円（前年同期比36.9％減）となりました。 

  

② 北米 

米国経済が堅調に推移し、また積極的な販売活動を行った結果、売上高は20,726百万円（前年同期比6.7％

増）、営業利益は1,130百万円（前年同期比7.6％増）となりました。 

  

③ ヨーロッパ 

販売活動の強化、地域にあった製品の積極的な展開を行った結果、売上高は24,625百万円（前年同期比4.1％

増）となりましたが、宣伝費や販売力強化のための費用等が増加し営業利益は1,238百万円（前年同期比10.6％

減）となりました。 

  

④ アジア 

欧米市場向けの輸出増による中級・普及価格帯製品の売上が堅調に推移した結果、売上高は59,529百万円（前

年同期比20.3％増）、営業利益は7,807百万円（前年同期比28.8％増）となりました。 

  

⑤ その他 

当連結会計年度より新たに大洋州の２社を新規連結したことにより、売上高は1,107百万円、営業利益は144百

万円となりました。 

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前連結会計年度末に比べ11,957百万円

減少し、当連結会計年度末には36,057百万円となりました。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度において営業活動による資金の増加は15,513百万円となりました（前連結会計年度は25,032百万

円の増加）。資金の主な増加要因は税金等調整前当期純利益19,746百万円、減価償却費7,650百万円、主な減少要因

はたな卸資産の増加3,712百万円、法人税等の支払6,884百万円等によるものです。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度において投資活動による資金の減少は6,105百万円となりました（前連結会計年度は10,898百万円

の減少）。資金の主な減少要因は有形固定資産の取得による支出6,631百万円等によるものです。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度において財務活動による資金の減少は23,862百万円となりました（前連結会計年度は23,021百万

円の減少）。資金の主な減少要因は自己株式の取得20,003百万円、配当金の支払3,376百万円等によるものです。 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は販売価格による概算値であります。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

当社グループは、自転車部品及び釣具については大部分見込生産によっており、冷間鍛造品については受注生産

をおこなっておりますが、受注生産の金額は僅少であるため記載を省略いたします。 

  

(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３ 【対処すべき課題】 

今後の見通しにつきましては、わが国経済は、中期的な上昇局面にある設備投資の底堅い動きや、緩やかながらも

雇用環境の改善基調が続く中、国内民需が景気の下支えを果たすものと予想されます。また、海外においては、石

油・原材料価格の高止まりが予想されるなど、先行きに対する不透明感は拭えないものの、米国経済を中心に概ね堅

調に推移するものと思われます。 

このような状況の中、当社グループは持続的な発展のため、競争力・収益力の強化を推し進めてゆくとともに、良き企業市民と

して環境保全、社会貢献等の活動をより活発に展開してまいります。 

また、コーポレート・ガバナンス強化の一環として、内部統制システムの整備を進めるとともに、運用面での充実を図っていく

ことが重要であるとの認識のもと、グループ全体でのグローバルな内部統制システム整備を推し進め、従業員ひとりひとりに対す

る企業倫理や法令遵守の徹底に努めてまいります。 

事業の種類別セグメント 金額(百万円) 前年同期比(％) 

自転車部品 123,845 △1.8

釣具 42,742 ＋8.1

その他 3,169 ＋6.1

合計 169,757 ＋0.7

事業の種類別セグメント 金額(百万円) 前年同期比(％) 

自転車部品 122,793 △1.7

釣具 44,167 ＋10.9

その他 3,342 ＋8.3

合計 170,303 ＋1.4



４ 【事業等のリスク】 

 当社グループの経営成績および財政状態に影響を及ぼす可能性のあるリスクや不確定な要因は以下のようなものが

ありますが、これらに限定されるものではありません。 

 なお、本項に含まれる将来に関する事項につきましては、有価証券報告書提出日（平成19年３月30日）現在におい

て、当社グループが判断したものであります。 

  

(1) 市況変動によるリスク 

当社グループの製品に対する需要は、その販売を行っている国または地域の経済状況の影響を受けるため、世界

の市場における景気後退およびこれに伴う需要の減少は、当社グループの経営成績および財政状態に影響を及ぼす

可能性があります。 

  

(2) 為替相場の変動によるリスク 

外貨建てで取引されている当社グループの国際取引、海外での製品価格、また連結財務諸表作成のために海外連

結子会社の財務諸表は円換算されるため、為替相場の変動による影響を受けます。当社グループは先物予約でリス

クヘッジ又は軽減させていますが、急激な為替相場変動があった場合、当社グループの経営成績および財政状態に

影響を及ぼす可能性があります。 

  

(3) 競争によるリスク 

当社グループ製品は、国内外の市場において激しい競争にさらされています。競争力向上のために新技術・新製

品の研究開発活動を積極的に行っていますが、製品価格の下落が当社グループの経営成績および財政状態に影響を

及ぼす可能性があります。 

  

(4) 海外での事業活動に関するリスク 

当社グループは海外に生産、販売拠点を有しており、グループ内外で多くの海外取引を展開しています。従いま

して、現地での政治的要因および経済的要因の悪化ならびに法律または規制の変更など外的要因によるリスクが当

社グループの経営成績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(5) 製品の欠陥に関するリスク 

当社グループでは、ISOによる品質管理体制を構築していますが、将来全ての製品について欠陥が発生しないとい

う保証はありません。製造物責任賠償については、保険に加入しておりますが、この保険で補償されない賠償責任

を負担する可能性があります。大規模な品質問題が発生した場合、製品の回収および交換等による多額のコストが

発生し、当社グループ製品の品質に対する評価に重大な影響を与えることにより、当社グループの経営成績および

財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(6) 貸倒れに関するリスク 

当社グループでは、貸倒れが懸念される債権につきましては、回収可能性を勘案して引当金を計上しておりま

す。しかしながら、予測していない貸倒れのリスクは常に存在しており、追加的な損失や引当金の計上が必要とな

った場合、当社グループの経営成績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(7) 災害等に関するリスク 

当社グループは、製造・販売拠点を世界中に展開しています。地震及び洪水等の自然災害、火災や停電及びコン

ピューターウイルスによる障害等があった場合、当社グループ設備の一部又は全部の稼動が停止し、生産及び出荷

が遅延する可能性があります。その場合、設備復旧のための費用や生産高・売上高の減少などにより、当社グルー

プの経営成績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

６ 【研究開発活動】 

当社グループは「人と自然と道具の美しい調和」を目指し、基礎的な研究開発から製品化および生産技術分野まで

幅広く研究開発活動を行っております。また、海外におきましても、Shimano(Singapore)Pte.Ltd.を核として、製品

化および生産技術分野の研究開発活動を積極的に行っております。 

当連結会計年度の研究開発費の総額は7,035百万円(消費税等は含まず。以下同じ)であり、各事業別の主要な成果は

以下のとおりであります。 

(1) 自転車部品事業 

当事業における研究開発は、自転車に乗ることから発想するより高性能で快適性の高い自転車コンポーネントの

創造を追及しています。これは自転車部品の最も重要な部分である変速、駆動、制動の各部分にフォーカスし、そ

れをシステムコンポーネントコンセプトに基づいて各部品間の連携を高めることでより高い次元の性能を発揮する

ことを目指すものです。 

なお、当事業に係わる研究開発費は5,261百万円であり、主な成果としては、以下のとおりであります。 

① マウンテンバイクレース用部品の最上級モデル「ＳＨＩＭＡＮＯ ＸＴＲ」シリーズをフルモデルチェンジしま

した。ライダーの求める軽量と剛性アップを極限のレベルで達成しました。変速操作においては、解除レバーを

押す、引く、どちらの操作でもギア位置を変速することのできる２ウェイリリース機能、解除レバー操作をスタ

ートすると同時に実際のギア変速がスタートするインスタントリリース機能、さらに２段一気変速を可能にした

マルチリリース機能を搭載するなど、より素早い変速を可能とした高次元の変速性能を実現しました。駆動部の

クランクセットでは、クランクが中空構造で、ＢＢスピンドルと一体構造のホローテックⅡクランクを採用し、

また耐久性がもっとも求められるミドルギアにはチタン・カーボンコンポジットギアを開発し、耐久性と軽量性

を向上させました。ディスクブレーキにおいては、チタンバックプレートを採用し、剛性アップと軽量化を実

現、また従来の約２倍の耐久性をもつレンジパッドを開発しました。さらに組立ホイールでは、新設計のフリー

ハブボディの採用により空転角度を従来の22.5度から10度に減らすことで素早い駆動力の伝達を実現しました。

またスカンジウムリムを採用したホイールセットを開発し、超軽量、超高剛性を実現しました。 

② スポーティー、スタイリッシュバイク用部品としてプレミアム内装コンポーネント「ＡＬＦＩＮＥ」を開発し

ました。内装８段ハブの効率を上げるとともにダブルローラークラッチを採用し、よりスムーズで静かな変速を

実現しています。ブレーキはセンターロックマウントのディスクブレーキ対応で、軽量化を実現すると同時にス

ポーティーバイクのデザインの中核となっています。シフトレバーにはニューオプティカルギアディスプレイを

採用し、スポーティーなデザインを実現しています。さらにクランクセットでは、クランクとＢＢスピンドルが

一体となった２ピースクランクを採用し、軽量性と剛性を向上させ、またチェーンガード一体設計とキャップレ

スデザインによりスポーティー、スタイリッシュなイメージを創り出しています。 



③ ロードレース用部品ではＷＨ-７８０１-ｃａｒｂｏｎホイールを開発しました。オフセットリムの採用でリア

ホイールの剛性を向上させるとともに、50ｍｍカーボンエアロディープリムの採用によりエアロ効果と超軽量性

を向上させ、高速走行時にその優れた性能を発揮しております。 

  

(2) 釣具事業 

当事業における研究開発は、基本性能の向上と新機能の実現を目指すと共に、感性を具現化するテクノロジーを

追及しております。なお、当事業に係わる研究開発費は1,696百万円であり、主な成果としては、以下のとおりであ

ります。 

  

リール 

① 最高級スピニングリール「ＮＥＷステラシリーズ」を開発、発表しました。「美しきアスリート」をキーワー

ドにスピニングリール本来の美しさを追求、そこに最新のテクノロジーを注入し、史上最高のスピニングリール

を目指し開発しました。飛距離を落とさずにライントラブルを防ぐ画期的な「ＡＲ－Ｃスプール」、耐久性能が

従来よりも50％向上した特殊表面処理の「バリアギア」、錆びないボールベアリングＡ－ＲＢに防錆シールを採

用し、海水がベアリング内に浸入して起こる塩噛みなどを飛躍的に減少させる「ＳＡ－ＲＢ」、キャスト時の手

首などの疲労を大幅に軽減させるために、リールの重心位置がリールの中心にくるように前後のバランスをほぼ

50：50に設定した「ＳＲバランス」などの画期的な機能を実現しています。トラウト、バスなどのフレッシュウ

ォーターから、シーバス、アオリイカ、シイラ、真鯛、メバルなどのソルトウォーターまで幅広いユーザーに満

足していただける合計13種類のフルラインナップを完成しています。 

② バス用ベイトリールとして「ＮＥＷメタニウムＭｇ」「ＮＥＷメタニウムＭｇ７」の右ハンドル仕様を開発、

発表しました。極限まで薄肉化して軽量化したマグナムライトスプールを採用し、キャスタビリティが更に向上

しました。また、メインギアは次世代スタンダードとなる40ｍｍのマスターギアを採用し、材質を真鍮からアル

ミへと変更したことにより大幅な軽量化を実現し、自重170ｇと従来よりも20ｇも軽く仕上がっております。ユー

ザーからはボディ剛性を落とさずにスペックアップしたことに非常に高い評価をいただいております。 

③ 船釣り用の電動リールにおいては「電動丸1000ＳＰ」を開発、発表しました。新開発のモーターを採用し、ス

ピード・パワーとも向上、さらに内部の構造を見直したことにより耐熱性、耐久性を大幅に向上させることがで

きました。また巻き上げモードには「速度一定モード」と「楽楽モード」の２種類を設定し、対象魚によって使

い分けを可能としています。巻き上げ速度もデッドスロー（超低速度巻き上げ）機能を搭載し、超スローで誘い

を掛ける対象魚に抜群の効果を発揮します。 

④ 船釣り用の手巻きリールとして「ＢＡＹ ＧＡＭＥ－Ｆ シリーズ」を開発、発表しました。近年流行している

ゲーム性の高いカワハギ釣り等に使用する小型手巻きリールで、ギア比７のギアシステムにより最大巻き上げ長

75ｃｍを実現し、大口径のメインギアを使用することにより巻き上げでの重さを軽減しました。またハンドルに

おいても繊細かつパワフルな巻きを可能にするため、45ｍｍのロングサイズ及び新形状の握りを採用していま

す。こういった性能によりゲームをさらに楽しんでいただくことを可能としています。 

  



ロッド 

① 磯釣りのジャンルにリール・ロッド・フィッシングギアをシステムで提案する「ファイアブラッドシリーズ」

を発表しました。釣竿の動的な性能を振動解析する「Ｄｙｎａ Ｂａｌａｎｃｅ」設計により開発した磯竿「ファ

イアブラッド・オナガ・スペシャル」は、繊細な穂先と力強いバットが融合するバランスの取れたロッドとなっ

ています。さらに「ファイアブラッドＬＳ玉の柄」や、「ポテンシブ・ファイアブラッド・ハリス」を初めとす

るフィッシングギアとファイアブラッドチューンナップパーツを加え、トータルなコーディネートを可能とした

商品ラインナップとして注目を集めました。 

② 釣り人の好みのスタイルや目的に合わせてバットとブランクスを組み合わせることを可能とした新発想の船竿

システム「ＢＪＳ（バットジョイントシステム）」に、新たに細身超軽量の「ネルビオ」シリーズ５アイテム、

操作性・汎用性を重視した「カイメイ」シリーズ６アイテムの新製品を加えました。これにより全29アイテムと

大幅にブランクスの選択肢を増やし、長さとリールシート仕様の異なる５タイプのバットと組み合わせることを

可能としています。 

③ エギ用のルアーロッド「セフィア」シリーズを投入しました。インナーガイドタイプには大内径のトップを使

用し、アウターガイドタイプには大口径ローライダーガイドを使用することで、しゃくり時のライン絡みを減少

させ、キャスト時の飛距離との両立が可能となりました。 

④ 高級並継へら竿において「朱紋峰 嵐馬」シリーズを発表しました。新たに開発したソリッドとチューブラーの

複合構造の超先調子・半無垢穂先を装備することで、硬めの本調子でありながら軽量な仕掛けを精密に振り込む

ことを可能とし、穂先がしなやかであわせ時の水切れが良いと高い評価を得ました。また新開発の「しっとり綾

織握り」も濡れても滑りにくい、手に優しい握りと好評を得ました。 

  

フィッシングギア 

① 鮎用品では従来モデルに比較して流水抵抗を30％減らした引船を発表し、流水抵抗に対する好評価を得ると同

時に、実使用時の安定性が高いと評価され幅広い鮎釣りユーザーからの支持を得ました。また、新規に開発しま

した鮎釣り用オトリカンも、エアーポンプを２台装着し、水中酸素濃度を約２倍にＵＰさせたことによるオトリ

鮎の活性度が向上する機能とそのデザイン性が高く評価されました。 

② 磯用品では「ＢＢ－Ｘシリーズ」のウェアや赤色を基調とした「ファイアブラッドシリーズ」でリール、ロッ

ド、ウキ、ライン、小物までコーディネートして提案し、その機能やデザイン性で磯釣りファンの高い支持を得

ました。またデザインを一新したリミテッドプロシリーズのロッドケースと磯バッグや磯釣り専用に開発した特

殊耐滑性ラバーを埋め込み、耐滑性能と履き心地を大幅に改良した「ラバーフェルトソール」も同時に高い評価

を得ることができました。 

  

(3) その他事業 

① 冷間鍛造事業では自動車関連産業における複雑、高精度な製品に対応するための基礎研究を継続的に行ってお

ります。 

② アクションスポーツ事業においては自転車部品の技術を応用し、斬新かつ自由な発想での研究開発を展開して

おります。 

なお、当事業に係わる研究開発費は78百万円であります。 

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社の連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成されております。重

要な会計方針については、本報告書「第５ 経理の状況」に記載しております。連結財務諸表の作成にあたって

は、会計上の見積りを行う必要があり、貸倒引当金、退職給付引当金等の各引当金の計上、固定資産の減損に係る

会計基準における回収可能額の算定、繰延税金資産の回収可能性の判断等につきましては、過去の実績や他の合理

的な方法により見積りを行っております。但し、見積り特有の不確実性が存在するため、実際の結果はこれら見積

りと異なる場合があります。 

  

(2) 当連結会計年度の財政状態の分析 

当連結会計年度末の総資産は180,273百万円（前年同期比3.4％減）となりました。これは主として、自己株式の

取得による現金及び預金の減少、たな卸資産の増加、有形無形固定資産の増加等によるものであります。 

当連結会計年度末の総負債は23,300百万円（前年同期比6.7％減）となりました。これは主として、短期借入金返

済にともなう減少、その他流動負債の減少等によるものであります。 

当連結会計年度末の純資産は156,972百万円となりました。これは主として、当期純利益による増加、為替換算調

整勘定の増加、自己株式の取得及び消却による減少等によるものであります。 

  

(3) 当連結会計年度の経営成績の分析 

当連結会計年度の売上高は170,303百万円（前年同期比1.4％増）となりました。事業の種類別、所在地別セグメ

ントにつきましては、「第２ 事業の状況 １業績等の概要 (1)業績」に記載しております。 

当連結会計年度の売上総利益は58,636百万円（前年同期比2.5％減）となりました。これは主として、高付加価値

製品の売上減少によるものであります。この結果、売上総利益率は前連結会計年度より1.4ポイント低下し、34.4％

となりました。 

当連結会計年度の営業利益は20,907百万円（前年同期比17.3％減）となりました。広告宣伝費、人件費、基礎研

究費等の増加により、販売費および一般管理費が37,728百万円（前年同期比8.2％増）となり、営業利益率は前連結

会計年度より2.8ポイント低下し、12.3％となりました。 

当連結会計年度の経常利益は20,963百万円（前年同期比19.3％減）となりました。営業外収益から営業外費用を

差し引いた純額は、為替差損の増加等により56百万円（前年同期比92.2％減）となりました。 

当連結会計年度の税金等調整前当期純利益は19,746百万円（前年同期比19.8％減）となりました。これは、たな

卸資産評価損と減損損失によるものです。 



(4) 資金の流動性についての分析 

当連結会計年度における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前連結会計年度末に比べ11,957百万円

減少し当連結会計年度末には、36,057百万円となりました。 

営業活動による資金の増加は15,513百万円となりました。 

投資活動による資金の減少は6,105百万円となりました。 

財務活動による資金の減少は23,862百万円となりました。 

  

なお、詳細は「第２ 事業の状況 １業績等の概要 (2)キャッシュ・フローの状況」に記載しております。 

  

(5) 資金需要 

当社の運転資金需要のうち主なものは、当社製品製造のための材料および部品の購入のほか、製造費、販売費及

び一般管理費等の営業費用によるものです。営業費用の主なものは人件費および広告宣伝費、販売促進費等のマー

ケティング費用です。当社の研究開発費は様々な営業費用の一部として計上されていますが、研究開発に携わる従

業員の人件費が研究開発費の重要な部分を占めています。 

  

(6) 財務政策 

当社グループは現在、運転資金および設備投資資金につきましては、一般的に、内部資金により資金調達するこ

ととしており、その健全な財務状態、営業活動によるキャッシュ・フローを生み出す能力により、当社の成長を維

持するために将来必要な運転資金および設備投資資金を調達することが可能と考えています。 

なお、当社は平成18年３月に開催された定時株主総会の決議に基づき、平成19年３月までに2,702千株の自己株式

を9,999百万円で市場より購入しました。また平成18年10月に開催された取締役会決議に基づき、2,497千株の自己

株式を8,142百万円で、平成18年12月に開催された取締役会決議に基づき、523千株の自己株式を1,846百万円で、そ

れぞれ市場より購入しました。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度は、製品開発力の強化、生産能力の増強及び原価低減を目的として、総額10,367百万円の設備投資
を実施しました。 
事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

平成18年12月31日現在 

(注) １ 帳簿価額「その他」は工具器具備品及び建設仮勘定であります。なお、金額には消費税等を含んでおりません。 

２ 現在休止中の主要な設備はありません。 

３ 従業員数の[ ]は、臨時従業員数を外書で記載しております。 

  

(2) 国内子会社 

平成18年12月31日現在 

(注) １ 帳簿価額「その他」は工具器具備品であります。なお、金額には消費税等を含んでおりません。 

２ 現在休止中の主要な設備はありません。 

３ 従業員数の[ ]は、臨時従業員数を外書で記載しております。 

自転車部品   8,727百万円 

釣具   1,485 〃 

その他   153 〃 

合計   10,367 〃 

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメント 
の名称 

設備の内容 

帳簿価額(百万円) 従業
員数 
(名) 建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計 

本社及び本社工場 
(大阪府堺市) 

自転車部品、
釣具、その他 製造設備 4,339 2,381

2,395
(61)

2,116 11,233 762
[128]

下関工場 
(山口県下関市) 

自転車部品
釣具 製造設備 861 1,001

396
(131)

190 2,449 137
[64]

釣具営業所 
(大阪府堺市・他10営業所) 釣具 営業設備 273 4

343
(6)

5 627 90
[5]

賃貸ビル 
(大阪市中央区他) その他 賃貸ビル 843 6

763
(3)

― 1,613 ―

臨海サービスセンター 
(大阪府堺市) 

自転車部品
釣具 倉庫設備 765 1

4,535
(51)

25 5,327 ―

本社人事総務部 
(大阪府堺市他) 消去又は全社

寮・社宅・ 
厚生施設他 1,066 21

987
(60)

27 2,102 ―

会社名 事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメント 
の名称 

設備の内容 

帳簿価額(百万円) 従業
員数 
(名) 建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計 

シマノ臨海 
株式会社 

本社及び 
本社倉庫 
(大阪府堺市) 

自転車部品
釣具 

倉庫設備 
営業設備 450 3

216
(3)

14 685 27
[13]

シマノ熊本 
株式会社 

本社及び 
本社工場 
(熊本県 
山鹿市) 

釣具 製造設備 432 49
256
(29)

6 744 78
[60]



(3) 在外子会社 

平成18年12月31日現在 

(注) １ 帳簿価額「その他」は工具器具備品及び建設仮勘定であります。なお、金額には消費税等を含んでおりません。 

２ 現在休止中の主要な設備はありません。 

３ 土地を連結会社以外から賃借しております。賃借している土地の面積については、[ ]で外書しております。 

４ 従業員数の[ ]は、臨時従業員数を外書で記載しております。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

新設 

  

(注) 完成後におきまして、当社グループの生産能力に重要な影響を及ぼすものではありません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

重要な設備の除却・売却計画はありません。 

会社名 事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメント 
の名称 

設備の内容 

帳簿価額(百万円) 従業
員数 
(名) 建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計 

Shimano 
(Singapore) 
Pte. Ltd. 

シンガポール 自転車部品
釣具 製造設備 1,254 863

―
(―)
[45]

990 3,108 452
[―]

Shimano 
Components 
(Malaysia) 
Sdn. Bhd. 

マレーシア 
ジョホール 

自転車部品
釣具 製造設備 1,661 966

636
(129)
[0]

369 3,634 1,917
[89]

Shimano 
(Kunshan) 
Bicycle 
Components 
Co.,Ltd. 

中国昆山 自転車部品 製造設備 1,283 2,870
―
(―)
[108]

92 4,246 1,499
[108]

Shimano Czech 
Republic 
s.r.o. 

チェコ 
カルビナ 自転車部品 製造設備 1,937 1,166

4
(―)
[79]

72 3,181 408
[―]

会社名 
事業所名 所在地 事業の種類別 

セグメントの名称 設備の内容

投資予定金額

資金調達方法

着手及び完了予定年月

総額
(百万円) 

既支払額
(百万円) 着手 完了 

株式会社シマノ 
本社及び本社工場 大阪府堺市 自転車部品 

釣具、その他 
製造設備及び
ソフトウェア 4,194 2,391 自己資金

平成19年 
１月 

平成19年
12月 

株式会社シマノ 
下関工場 

山口県 
下関市 自転車部品 製造設備及び

ソフトウェア 457 56 自己資金
平成19年 
１月 

平成19年
12月 

Shimano(Singapore) 
Pte. Ltd. 

シンガ 
ポール 

自転車部品 
釣具 製造設備 1,320 771 自己資金

平成19年 
１月 

平成19年
12月 

Shimano Components 
(Malaysia) Sdn. Bhd. 

マレーシア
ジョホール 

自転車部品 
釣具 製造設備 1,745 ― 自己資金

平成19年 
１月 

平成19年
12月 

Shimano(Tianjin) 
Bicycle Components 
Co., Ltd. 

中国天津 自転車部品 製造設備 734 435 自己資金
平成19年 
１月 

平成19年
12月 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 262,400,000 

計 262,400,000 

種類 
事業年度末
現在発行数(株) 
(平成18年12月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年３月30日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 97,603,207 97,603,207

大阪証券取引所
市場第一部 
東京証券取引所 
市場第一部 

株主としての権利内容に制限
のない、標準となる株式 

計 97,603,207 97,603,207 ― ― 



(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注)１ 平成14年１月１日～平成14年12月31日  自己株式消却による減少 

平成15年１月１日～平成15年12月31日  自己株式消却による減少 

平成16年１月１日～平成16年12月31日  自己株式消却による減少 

平成17年１月１日～平成17年12月31日  自己株式消却による減少 

平成18年１月１日～平成18年12月31日  自己株式消却による減少 

２ 商法第289条第２項の規定に基づき、資本の額の４分の１を超過する法定準備金のうち、資本準備金を260億円減少し、そ

の他資本剰余金に振り替えました。 

  

(5) 【所有者別状況】 

平成18年12月31日現在 

(注) １ 自己株式613,043株は、「個人その他」に6,130単元、「単元未満株式の状況」に43株含まれております。 

２ 「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が89単元含まれています。 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金
増減額 
(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成14年１月１日～ 
平成14年12月31日(注１) 

△700 134,803 ― 35,613 △224 31,822

平成15年１月１日～ 
平成15年12月31日(注１) 

△13,100 121,703 ― 35,613 ― 31,822

平成16年１月１日～ 
平成16年12月31日(注１) 

△11,100 110,603 ― 35,613 ― 31,822

平成17年５月７日(注２) ― 110,603 ― 35,613 △26,000 5,822

平成17年１月１日～ 
平成17年12月31日(注１) 

△7,800 102,803 ― 35,613 ― 5,822

平成18年１月１日～ 
平成18年12月31日(注１) 

△5,200 97,603 ― 35,613 ― 5,822

区分 

株式の状況(１単元の株式数100株)
単元未満
株式の状況 
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 その他の
法人 

外国法人等 個人
その他 計 

個人以外 個人

株主数 
(人) ― 77 28 266 283 6 5,557 6,217 ―

所有株式数 
(単元) ― 333,172 13,396 180,208 322,426 41 126,017 975,260 77,207

所有株式数 
の割合(％) ― 34.17 1.37 18.48 33.06 0.00 12.92 100.00 ―



(6) 【大株主の状況】 

平成18年12月31日現在 

(注) １ 日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は4,920千株であります。 

２ 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は835千株であります。 

３ アーノルド・アンド・エス・ブレイクロウダー・アドバイザーズ・エルエルシーから平成17年９月21日付けで大量保有報

告書の変更報告書の提出があり、平成17年７月14日現在で以下の株式数を保有している旨の報告を受けました。 

４ フィディリティ投信株式会社から平成19年１月15日付けで大量保有報告書の変更報告書の提出があり、平成18年12月31日

現在で以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けました。 

５ またスパークス・アセット・マネジメント投信株式会社から平成18年５月12日付で大量保有報告書の変更報告書の提出が

あり、平成17年12月31日現在で以下のとおり株式を所有している旨の報告を受けましたが、当期末現在における当該法人

名義の実質所有株式数の確認が出来ませんので、上記「大株主の状況」では考慮しておりません。 

  

  なお、その大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

ステート ストリート バンク 
アンド トラスト カンパニー  
(常任代理人 
株式会社みずほコーポレート銀行) 

ピーオーボックス 351
ボストン, アメリカ 
(東京都中央区日本橋兜町６番７号) 

12,699 13.01

湊興産株式会社 大阪府堺市堺区三条通１番２号 7,340 7.52

日本マスタートラスト信託銀行株式
会社(信託口) 

東京都港区浜松町２丁目11－３ 6,205 6.36

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 
東京都千代田区丸の内２丁目７番１
号 

4,422 4.53

太陽工業株式会社 東京都大田区大森南１丁目17番17号 4,040 4.14

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 3,639 3.73

ノーザン トラスト カンパニー 
(常任代理人 
香港上海銀行東京支店) 

38 ロンバード ストリート
ロンドン, イギリス 
(東京都中央区日本橋３丁目11番１
号) 

3,370 3.45

日本生命保険相互会社 大阪市中央区今橋３丁目５番12号 2,785 2.85

島野 喜三 大阪府堺市堺区 2,373 2.43

有限会社スリーエス 大阪府堺市堺区三条通１番２号 2,171 2.22

計 ― 49,046 50.24

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

アーノルド・アンド・エス・ 
ブレイクロウダー・アドバイ 
ザーズ・エルエルシー 

アベニュー・オブ・ジ・アメリカズ、 
ニューヨーク、アメリカ 

13,856 14.20

フィディリティ投信株式会社 
東京都港区虎ノ門４丁目３番１号
城山トラストタワー 

4,338 4.44

スパークス・アセット・マネジ
メント投信株式会社 

東京都品川区大崎１丁目11番２号
ゲートシティ大崎 

2,921 2.99



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年12月31日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の「株式数」欄には証券保管振替機構名義の株式が8,900株含まれています。また「議決権

の数」欄に、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数89個が含まれています。 

２ 「単元未満株式数」には当社所有の自己株式43株が含まれます。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年12月31日現在 

  

(8) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 

613,000 
―

株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

96,913,000 
969,130 同上

単元未満株式 
普通株式 

77,207 
― 一単元(100株)未満の株式 

発行済株式総数 97,603,207 ― ― 

総株主の議決権 ― 969,130 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社シマノ 

堺市堺区老松町３丁77番地 613,000 ― 613,000 0.63

計 ― 613,000 ― 613,000 0.63



２ 【自己株式の取得等の状況】 
  

  
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

  

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

  

  

  

【株式の種類等】 会社法第165条第２項の規定に基づく取締役会決議ならびに第155条第１項第
７号の規定に基づく単元未満株式の買取請求による普通株式の取得 

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

株主総会(平成18年３月30日)での決議状況 
(取得期間平成18年３月31日～平成19年３月29日) 

3,000,000 10,000,000,000 

当事業年度前における取得自己株式 ― ― 

当事業年度における取得自己株式 2,702,700 9,999,990,000 

残存授権株式の総数及び価額の総額 297,300 10,000 

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 9.91 0.00 

当期間における取得自己株式 ― ― 

提出日現在の未行使割合(％) 9.91 0.00 

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

取締役会(平成18年10月17日)での決議状況 
(取得期間平成18年10月18日～平成19年３月29日) 

3,000,000 10,000,000,000 

当事業年度前における取得自己株式 ― ― 

当事業年度における取得自己株式 2,497,700 8,142,502,000 

残存決議株式の総数及び価額の総額 502,300 1,857,498,000 

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 16.74 18.57 

当期間における取得自己株式 ― ― 

提出日現在の未行使割合(％) 16.74 18.57 

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

取締役会(平成18年12月19日)での決議状況 
(取得期間平成18年12月20日～平成19年３月29日) 

600,000 2,300,000,000 

当事業年度前における取得自己株式 ― ― 

当事業年度における取得自己株式 523,100 1,846,543,000 

残存決議株式の総数及び価額の総額 76,900 453,457,000 

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 12.82 19.72 

当期間における取得自己株式 ― ― 

提出日現在の未行使割合(％) 12.82 19.72 



(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

(注) 当期間における取得自己株式には、平成19年３月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りによる株式数

は含めておりません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

(注) 当期間における保有自己株式には、平成19年３月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りによる株式数

は含めておりません。 

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

当事業年度における単元未満株式の取得 4,254 14,516,870 

当期間における単元未満株式の取得 828 2,919,550 

区分 
当事業年度 当期間 

株式数(株) 
処分価額の総額

(円) 
株式数(株) 

処分価額の総額 
(円) 

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式 

― ― ― ― 

消却の処分を行った取得自己株式 5,200,000 18,133,262,907 ― ― 

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式 

― ― ― ― 

その他(     ) ― ― ― ― 

保有自己株式数 613,043 ― 613,871 ― 



３ 【配当政策】 

当社は、株主に対する利益還元を経営上の重要課題と捉えており、安定的な配当の維持・継続とともに、業績の進

展に応じた成果の配分を行うことを基本方針としております。 

以上の方針に基づき、当期純利益が順調に推移しているため、期末配当につきましては、特別配当11円25銭を含め

17円50銭の配当を実施しております。 

この結果中間配当(１株当たり特別配当11円25銭を含む17円50銭)と合わせ、当期の配当性向は44.6％となりまし

た。 

また、内部留保金については財務体質の強化、および今後の事業展開に資する所存であります。 

当社の剰余金の配当の決定機関は株主総会であります。 

なお、当社は会社法第454条第5項に規定する取締役会の決議により中間配当を行うことができる旨を定めておりま

す。 

(注)１. 平成18年８月22日開催の取締役会において、中間配当に関し、次のとおり決議した。  

（１）剰余金の配当の総額       1,750百万円 

（２）１株当たりの金額        17円50銭 

２. 平成19年３月29日第100期定時株主総会において、剰余金の配当に関し、次のとおり決議した。 

（１）剰余金の配当の総額       1,697百万円 

（２）１株当たりの金額        17円50銭 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第一部におけるものであります。また、月別は暦どおりであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

回次 第96期 第97期 第98期 第99期 第100期 

決算年月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 

最高(円) 1,886 2,415 2,945 3,690 3,820

最低(円) 1,445 1,500 2,075 2,740 3,050

月別 
平成18年 
７月 

８月 ９月 10月 11月 12月 

最高(円) 3,620 3,650 3,460 3,460 3,580 3,590

最低(円) 3,320 3,300 3,200 3,090 3,200 3,430



５ 【役員の状況】 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数
(千株) 

取締役会長 
代表取締役   島 野 喜 三 昭和９年11月27日

昭和33年８月 当社入社

注４ 2,373

昭和37年７月 当社取締役(昭和40年６月退任)
昭和40年３月 Shimano American Corporation  

社長 
昭和53年２月 当社取締役
平成元年２月 Ultegra Nederland B.V. 社長
平成元年12月 Shimano(Europa)GmbH 社長
平成４年２月 当社代表取締役専務取締役
平成７年１月 当社代表取締役社長
平成７年１月 Shimano(Singapore)Pte. Ltd. 社

長 
Shimano(Kunshan)Bicycle  
Components Co.，Ltd. 社長 

平成13年３月 当社代表取締役会長(現在)

取締役社長 
代表取締役   島 野 容 三 昭和23年11月12日

昭和49年３月 当社入社

注４ 1,096

昭和54年11月 当社下関工場長
昭和55年12月 当社営業管理部長
昭和56年11月 当社営業企画部長
昭和61年２月 当社取締役 営業企画部長
昭和62年12月 当社取締役 釣具国内営業部長

シマノ釣具静岡販売株式会社代表
取締役社長 

平成２年９月 当社取締役 釣具事業部長
平成７年１月 熊本釣具株式会社代表取締役社長 
平成７年１月 当社代表取締役専務取締役 釣具

事業部統括 
平成７年５月 太陽工業株式会社代表取締役社長

(現在) 
平成12年１月 当社代表取締役専務取締役 釣具

事業部統括・自転車開発設計部・
デザイン室担当 

平成13年３月 当社代表取締役社長(現在)
平成13年11月 Shimano(Singapore)Pte. Ltd. 会

長(現在) 
平成14年１月 Shimano Components(Malaysia)

Sdn. Bhd. 会長(現在) 
平成14年２月 Shimano(Kunshan)Bicycle 

Components  Co.，Ltd.  会長(現
在) 

専務取締役 
代表取締役   福 岡 新 次 昭和18年１月27日

昭和40年３月 当社入社

注４ 8

昭和60年１月 当社営業管理部長
平成２年２月 当社取締役 営業管理部長
平成７年１月 当社常務取締役 営業・業務担当 
平成７年２月 Shimano American Corporation  

社長 
平成７年２月 Shimano Canada Ltd. 社長
平成12年１月 当社常務取締役 自転車営業統

括・人事・総務部担当 
平成12年２月 シマノ臨海株式会社代表取締役社

長 
平成13年１月 当社常務取締役 管理本部長
平成13年１月 Shimano American Corporation  

会長 
平成13年３月 当社代表取締役専務取締役管理本

部長 
平成17年１月 当社代表取締役専務取締役(現在) 

専務取締役 
代表取締役   弓 削 千 年 昭和18年６月18日

昭和43年３月 当社入社

注４ 3

昭和54年11月 Shimano(Singapore)Pte. Ltd. 専
務取締役として出向 

平成２年１月 Shimano Components(Malaysia)
Sdn. Bhd. 社長 

平成５年２月 当社取締役
平成10年２月 当社常務取締役海外製造担当
平成11年３月 Shimano Italia S.p.A. 社長
平成12年１月 当社常務取締役製造統括
平成13年１月 当社常務取締役バイシクルコンポ

ーネンツ事業部長 
平成13年３月 当社代表取締役専務取締役バイシ

クルコンポーネンツ事業部長 
平成17年１月 当社代表取締役専務取締役(現在) 
平成17年２月 株式会社ＦＢＭ代表取締役社長

(現在) 



  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数
(千株) 

常務取締役 

バイシクル 
コンポー 
ネンツ 
事業部長 
シマノ 
研究所所長 

老     健 昭和22年７月３日

昭和46年３月 当社入社

注４ 1

平成７年１月 当社品質管理部長
平成10年２月 当社取締役品質管理部長
平成13年４月

  
  

平成17年１月
  

平成17年３月

当社取締役品質管理部長、バイシ
クルコンポーネンツ事業部企画部
長 
当社取締役バイシクルコンポーネ
ンツ事業部長、シマノ研究所所長 
当社常務取締役バイシクルコンポ
ーネンツ事業部長、シマノ研究所
所長(現在) 

常務取締役 管理本部長 角 谷 景 司 昭和25年５月20日

昭和49年10月 当社入社

注５ 5

平成８年10月 当社経理部長
島野足立株式会社代表取締役社長 

平成９年２月 当社取締役経理部長
平成10年３月 当社取締役経理・情報企画部長
平成13年１月 当社取締役 経理部長、情報企画

部長 
平成17年１月 当社取締役管理本部長、経理部

長、情報企画部長 
平成17年３月 当社常務取締役管理本部長、経理

部長、情報企画部長 
平成18年１月 当社常務取締役管理本部長(現在) 

取締役 

釣具 
事業部長 
釣具事業部 
製造部長 

山 嶋 秀 雄 昭和24年10月10日

昭和43年３月 当社入社

注４ 1

平成９年11月 当社釣具製造部長
平成12年８月 当社取締役釣具製造部長
平成13年１月 当社取締役釣具事業部製造部長

(現在) 
平成13年３月

  
シマノ熊本株式会社代表取締役社
長(現在) 

平成17年１月 当社取締役釣具事業部長(現在)

取締役 海外 
製造部長 吉 田 文 紀 昭和25年２月１日

昭和48年３月 当社入社

注４ 0

平成11年４月 Shimano(Singapore)Pte. Ltd. 
工場長(現在) 

平成12年８月 当社取締役海外製造部長(現在)
平成13年１月 P.T. Shimano Batam社長(現在)
平成13年６月 Shimano (Shanghai) Bicycle 

Components  Co.，Ltd.  会長(現
在) 

平成14年８月 Shimano Taiwan Co.，Ltd. 会長
(現在) 

平成15年２月 Shimano Italia S.p.A. 社長
平成15年４月 Shimano(Tianjin)Bicycle 

Components  Co.，Ltd.  会長(現
在) 

取締役   

チャム ヤウ  
テン 

(Chiam Yau 
Teng) 

昭和25年12月９日

平成２年９月 Shimano(Singapore)Pte.  Ltd.取
締役(現在) 

注５ －

平成７年７月 Shimano(Kunshan)Bicycle 
Components Co.，Ltd.取締役財務
部長 

平成13年１月 Shimano(Kunshan)Bicycle 
Components Co.，Ltd.社長(現在) 

平成15年４月
  
  
  

平成17年３月

Shimano(Kunshan)Fishing Tackle 
Co., Ltd.社長(現在) 
Shimano(Tianjin)Bicycle 
Components Co.,Ltd社長(現在) 
当社取締役(現在) 

取締役 

バイシクル 
コンポー 
ネンツ 
事業部 
営業部長 

湯 浅   哲 昭和29年４月21日

昭和52年３月 当社入社

注５ 1

平成６年12月 Shimano American Corporation  
副社長 

平成10年５月
  

Shimano Europe Holding B.V.社
長(現在) 

平成17年３月 当社取締役
平成18年１月 当社取締役バイシクルコンポーネ

ンツ事業部営業部長(現在) 

取締役 

バイシクル 
コンポー 
ネンツ 
事業部 
製造部長 

和 田 伸 司 昭和27年３月31日

昭和45年３月
平成４年10月

  
平成13年２月

  
  
  

平成15年１月
平成17年３月

当社入社
Shimano(Kunshan)Bicycle  
Components Co.，Ltd. 社長 
Shimano Italia S.p.A. 専務取締
役 
Shimano Czech Republic s.r.o. 
社長 
当社製造部長 
当社取締役バイシクルコンポーネ
ンツ事業部製造部長(現在) 

注５ 2



  

(注) １ 取締役一條和生は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２ 監査役廣瀬俊邦及び辻中榮世は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３ 当社は法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役１名を選出しております。補欠監査役の略歴

は以下のとおりであります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数
(千株) 

取締役   一 條 和 生 昭和33年10月13日

昭和62年３月
  

平成７年４月
  

平成13年４月
  
  

平成13年６月
  

平成15年４月
  
  
  

平成17年３月
平成17年６月

  

一橋大学大学院社会学研究科博士
課程終了 
ミシガン大学経営大学院博士号取
得 
一橋大学大学院社会学研究科教
授、同大学院国際企業戦略研究科
教授(現在) 
株式会社電通国際情報サービス社
外監査役(現在) 
International  Institute  for 
Management Development(国際経
営開発研究所、スイス ローザン
ヌ)客員教授(現在) 
当社取締役(現在) 
株式会社バンダイナムコホールデ
ィングス社外取締役(現在) 

注５ 0

取締役 
事業企画部 
経営企画 
部長 

島 津 孝 一 昭和26年４月５日

昭和49年４月 株式会社日本興業銀行入行

注４ 0

平成12年３月 同行国際営業部長
平成14年４月 株式会社みずほコーポレート銀行

与信企画部長 
平成14年12月 ベーシック・キャピタル・マネジ

メント株式会社取締役社長 
平成17年９月 当社入社 顧問
平成17年10月 当社事業企画部経営企画部長
平成18年３月 当社取締役事業企画部経営企画部

長(現在) 

取締役 

管理本部 
経理部長 
情報企画 
部長 

平 田 義 弘 昭和30年７月21日

昭和54年３月 当社入社

注４ 2

平成10年１月 Shimano Italia S.p.A.専務取締
役 

平成14年１月 当社バイシクルコンポーネンツ事
業部営業部長 

平成18年１月 当社管理本部経理部長兼情報企画
部長 

平成18年３月 当社取締役管理本部経理部長兼情
報企画部長(現在) 

取締役 

バイシクル 
コンポー 
ネンツ 
事業部 
開発設計 
部長 

渡 会 悦 義 昭和25年２月８日

昭和50年３月 当社入社

注４ 1

平成10年１月 当社開発設計部長
平成16年１月 当社バイシクルコンポーネンツ事

業部開発設計部長 
平成18年３月 当社取締役バイシクルコンポーネ

ンツ事業部開発設計部長(現在) 

監査役 
常勤   梶 山 賀 功 昭和18年８月15日

昭和46年４月
昭和54年５月

  
平成９年４月
平成12年２月

当社入社
Shimano(Singapore)Pte. Ltd. 出
向 
当社人事・総務部長 
当社常勤監査役(現在) 

注６ 2

監査役 
常勤   渕 澤 宣 次 昭和18年12月９日

昭和41年４月 株式会社日本興業銀行入行

注７ 5

平成６年５月 同行本店営業開発部長
平成８年８月 当社入社調査室長
平成９年２月 当社取締役経営企画部長
平成13年１月 当社取締役事業企画部長
平成18年３月 当社常勤監査役(現在)

監査役   廣 瀬 俊 邦 昭和11年１月３日

昭和30年４月 大蔵事務官任官

注８ 2
平成４年７月 大阪国税局査察部次長
平成５年７月 堺税務署長
平成６年10月 税理士事務所開設(現在)
平成10年２月 当社監査役(現在)

監査役   辻 中 榮 世 昭和15年３月17日

昭和42年４月 判事補任官

注６ 0

昭和53年４月 弁護士開業
平成７年２月 当社顧問弁護士
平成12年２月 当社監査役(現在)
平成12年９月 大阪電気工業株式会社監査役(現

在) 
平成17年６月 株式会社淺沼組社外監査役(現在) 

計 3,510

氏名 生年月日 略歴
所有株式数 
(千株) 

篠 﨑 敬 二 昭和14年10月１日 

昭和34年３月 大蔵事務官任官

0 平成８年７月 大阪国税局調査第二部次長
平成９年７月 堺税務署長
平成10年４月 税理士事務所開設（現在）



４ 定款の定めに従い平成17年12月期に係る定時株主総会終結の時から２年以内に終了する最終の事業年度に係る定時株主総

会終結の時まで 

５ 定款の定めに従い平成18年12月期に係る定時株主総会終結の時から２年以内に終了する最終の事業年度に係る定時株主総

会終結の時まで 

６ 定款の定めに従い平成18年12月期に係る定時株主総会終結の時から４年以内に終了する最終の事業年度に係る定時株主総

会終結の時まで 

７ 定款の定めに従い平成17年12月期に係る定時株主総会終結の時から４年以内に終了する最終の事業年度に係る定時株主総

会終結の時まで 

８ 定款の定めに従い平成15年12月期に係る定時株主総会終結の時から４年以内に終了する最終の事業年度に係る定時株主総

会終結の時まで 



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

  

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社グループのコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、株主、消費者、取引先、地域社会、従業員

等の社内外のステークホルダーに対して経営の透明性を高め、経営環境の変化にも迅速に対応することにより、長期

安定的な企業価値の向上を図ることができるとするもので、この考え方に基づきコーポレート・ガバナンスの強化に

努めております。 

  

(2) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

① 会社の機関の内容、経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織の状況 

  ・ 取締役及び取締役会 

取締役会は、取締役15名（うち社外取締役１名）で構成されております。取締役会の決議は、取締役の過半

数が出席し、その過半数をもって行われております。当社は取締役会を毎月開催し、重要な経営事項の審

議・決定並びに各取締役による業務執行を監督するとともに、経営の意思決定を合理的かつ効率的に行うこ

とを目指しております。平成17年より外国人取締役１名を加え、変化し続ける世界規模での事業活動に対応

可能な体制作りに努めております。 

  ・ 監査役及び監査役会 

当社は監査役制度を採用しており、監査役は４名（うち社外監査役２名）であります。監査役は、監査役会

で定めた監査の方針及び業務の分担等に従い、取締役会をはじめとする主要な会議への出席、取締役等から

営業の報告の聴取、重要な決議書類等の閲覧、更には業務及び財産の状況の調査等により、厳正な監査を実

施しております。監査役は、会計監査人から定期的に監査計画の説明、監査結果の報告を受けるとともに、

監査役監査で検出した会計・財務に関連する重要事象に係る情報を会計監査人に提供し、効率的かつ適正な

監査を実施しております。また、監査役は、取締役の職務執行の適正性を監査するにあたり、業務監査室か

ら関連する内部監査の経過及び結果を聴取し、監査の効率性の向上に努めております。更に、必要に応じ

て、適切な要員を取締役の指揮の及ばない監査役会専属とし、迅速かつ有効な監査を実施できる体制を確保

しております。 

② 内部統制システムの整備の状況 

  取締役・従業員の職務が法令及び定款に適合し、効率的に執行されることを確保するとともに、これを阻害する

要因をリスクとして認識し、適切に制御する仕組みを構築することが重要であります。当社は、この仕組みを内部

統制システムと考え、その構築と充実を図ることが経営の重要課題であると認識しております。このような認識の

もと、「コンプライアンス規程」「内部通報運用規程」等取締役及び従業員が法令及び定款に適合して職務の執行

を行うにあたり遵守すべき諸規程の整備とその教育の実施を行っております。社内外の多様なリスクに対し「危機

管理規程」をはじめとして必要な規程類を整備しており、知識向上を図るための研修を計画するなど迅速な対応が

可能な体制の整備に努めております。また、当社グループ全体の内部統制を実効あるものとするために責任者を定

め、法令遵守、リスク管理などにつき実情を把握し、必要な対応策を迅速に行うことができる体制の整備を行って

おります。今後も内部統制システムに基づいて経営・業務の適正性を確保するとともに、環境の変化に応じた見直

しを行い、内部統制システムの改善と充実を図ってまいります。 



③ 会計監査人の状況 

当社は、会計監査人である清稜監査法人からは、会計監査を通じて、業務運営上の改善につながる助言を受け

ております。同監査法人及び当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員と当社との間には、特別の利害関係

はありません。 

・ 当期において業務を執行した公認会計士の氏名と継続監査年数（当該年数が７年を超える場合に限る） 

代表社員 業務執行社員 夘野 和夫 継続監査年数13年 

代表社員 業務執行社員 高橋 弘  継続監査年数８年 

代表社員 業務執行社員 石井 和也 

・ 当期の会計監査業務に係る補助者の構成 

公認会計士９名、会計士補１名、その他４名 

④ 内部監査の状況 

当社は、内部監査部門として業務監査室を設置しております。内部監査につきましては、業務監査員２名が中

心となり、代表取締役の指揮命令のもと、コンプライアンスやリスク管理の状況を監査し、定期的に取締役会及

び監査役会に報告しております。年間の監査計画の立案、監査方針及び監査目的の定期的な検証の各段階におい

て、監査役との連絡を密にし、有効な監査の実施に資するよう改善意見を求めております。必要に応じ、監査目

的や監査範囲について監査役と調整を行うことにより、監査が有効かつ効率的なものとなるよう努めておりま

す。 

⑤ 社外取締役及び社外監査役と会社との人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係について 

   当社の社外取締役である一條和生氏は、国際企業戦略について、一橋大学大学院で教鞭をとられる教授であり

ます。企業経営について充分な知識と経験を有しており、当社の経営についても企業社会一般に基づいた長期展

望や当社の従前の発想と異なった視点からアドバイスや意見を頂いております。また、一條和生氏と当社との間

には、特別の利害関係はありません。 

   当社の社外監査役である廣瀬俊邦氏は税理士として、また辻中榮世氏は弁護士としてそれぞれ専門的見地から

当社業務執行の適正性確保のため有用な意見を頂いております。また、廣瀬俊邦氏及び辻中榮世氏と当社との間

には、特別の利害関係はありません。 

   当社は、社外取締役及び社外監査役全員と会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しており、

当該契約に基づく賠償責任限度額は、会社法第427条第１項の最低責任限度額であります。 

(3) 役員報酬等の内容 

  
(注) １ 上記の支給額は、平成18年３月30日開催の第99期定時株主総会の翌日以降在任した取締役15名及び監査役４名を対象と

しております。 

２ 上記のほか、平成19年３月29日開催の第100期定時株主総会において、取締役に対する賞与として100百万円を支給する

ことが承認されております。 

３ 上記支給額には、使用人兼務取締役の使用人給与及び賞与相当額98百万円は含まれておりません。 

４ 平成18年３月30日開催の第99期定時株主総会終結の時をもって退任した役員には、役員退職慰労金を取締役分として44

百万円、監査役分として14百万円支給しております。 

 区 分 人 数 支給額 摘     要 

取締役 15名 257百万円 
株主総会決議（平成５年２月19日）による報酬限度額 
月額30百万円以内 

監査役 ４名 40百万円 
株主総会決議（平成17年３月30日）による報酬限度額 
月額５百万円以内 

合計 19名 298百万円   



(4) 監査報酬の内容 

当社の会計監査人である清稜監査法人に対する報酬は以下のとおりであります。 

 公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬26百万円 

 上記以外の業務に基づく報酬はありません。 



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前連結会計年度(平成17年１月１日から平成17年12月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度(平成18年１月１日から平成18年12月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、第99期事業年度(平成17年１月１日から平成17年12月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第

100期事業年度(平成18年１月１日から平成18年12月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しており

ます。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成17年１月１日から平成17年12月31日まで)及

び第99期事業年度(平成17年１月１日から平成17年12月31日まで)並びに当連結会計年度(平成18年１月１日から平成18

年12月31日まで)及び第100期事業年度(平成18年１月１日から平成18年12月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表に

ついて、清稜監査法人により監査を受けております。 



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

  
前連結会計年度
(平成17年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金  54,545 38,834  

２ 受取手形及び売掛金 ※２  26,974 26,433  

３ たな卸資産  31,803 36,788  

４ 繰延税金資産  1,654 2,010  

５ その他  1,845 2,423  

６ 貸倒引当金  △313 △331  

流動資産合計  116,509 62.4 106,158 58.9

Ⅱ 固定資産     

１ 有形固定資産     

(1) 建物及び構築物 38,296 39,687    

減価償却累計額 △19,917 △21,182    

減損損失累計額 △245 18,133 △295 18,209  

(2) 機械装置及び運搬具 46,077 48,041    

減価償却累計額 △36,157 △37,488    

減損損失累計額 △158 9,761 △274 10,279  

(3) 土地  11,640 11,596  

(4) 建設仮勘定  1,092 1,607  

(5) その他 29,531 31,261    

減価償却累計額 △26,344 △27,850    

減損損失累計額 △45 3,141 △117 3,294  

有形固定資産合計  43,770 23.5 44,986 25.0

２ 無形固定資産     

(1) 営業権  445 ―  

(2) のれん  ― 303  

(3) ソフトウェア  2,094 4,352  

(4) ソフトウェア仮勘定  1,873 2,094  

(5) 施設利用権他  507 507  

無形固定資産合計  4,920 2.6 7,257 4.0

３ 投資その他の資産     

(1) 投資有価証券 ※１  19,551 19,957  

(2) 長期貸付金  57 3  

(3) 繰延税金資産  105 88  

(4) その他  2,142 2,307  

(5) 貸倒引当金  △476 △486  

投資その他の資産合計  21,381 11.5 21,870 12.1

固定資産合計  70,071 37.6 74,115 41.1

資産合計  186,581 100.0 180,273 100.0

      



  

  
前連結会計年度
(平成17年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

１ 買掛金  6,882 7,434  

２ 短期借入金  1,399 952  

３ 未払法人税等  2,482 2,056  

４ 繰延税金負債  543 725  

５ 賞与引当金  ― 841  

６ 役員賞与引当金  ― 107  

７ その他  10,180 8,171  

流動負債合計  21,488 11.5 20,290 11.2

Ⅱ 固定負債     

１ 長期借入金  21 ―  

２ 繰延税金負債  663 761  

３ 退職給付引当金  1,921 1,265  

４ 役員退職慰労引当金  871 983  

固定負債合計  3,478 1.9 3,010 1.7

負債合計  24,967 13.4 23,300 12.9

(少数株主持分)     

少数株主持分  540 0.3 ― ―

(資本の部)     

Ⅰ 資本金 ※３  35,613 19.1 ― ―

Ⅱ 資本剰余金  15,455 8.3 ― ―

Ⅲ 利益剰余金  104,481 56.0 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金  4,905 2.6 ― ―

Ⅴ 為替換算調整勘定  874 0.5 ― ―

Ⅵ 自己株式 ※４  △255 △0.1 ― ―

資本合計  161,074 86.3 ― ―

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

 186,581 100.0 ― ―

      



  

  

    
前連結会計年度
(平成17年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)               

Ⅰ 株主資本               

１ 資本金     ― ―   35,613 19.8 

２ 資本剰余金     ― ―   5,822 3.2 

３ 利益剰余金     ― ―   106,463 59.1 

４ 自己株式     ― ―   △2,125 △1.2

株主資本合計     ― ―   145,773 80.9 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１ その他有価証券評価 
  差額金 

    ― ―   5,224 2.9 

２ 為替換算調整勘定     ― ―   5,205 2.9 

評価・換算差額等合計     ― ―   10,429 5.8 

Ⅲ 少数株主持分     ― ―   769 0.4 

純資産合計     ― ―   156,972 87.1 

負債及び純資産合計     ― ―   180,273 100.0 

      



② 【連結損益計算書】 

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高  167,875 100.0 170,303 100.0

Ⅱ 売上原価 ※２  107,723 64.2 111,666 65.6

売上総利益  60,151 35.8 58,636 34.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,2  34,876 20.7 37,728 22.1

営業利益  25,275 15.1 20,907 12.3

Ⅳ 営業外収益     

１ 受取利息 1,241 1,590    

２ 受取配当金 289 128    

３ その他の営業外収益 460 1,991 1.2 572 2,292 1.3

Ⅴ 営業外費用     

１ 支払利息 435 214    

２ 固定資産除却損 199 79    

３ 寄附金 133 106    

４ ゴルフ会員権評価損 1 0    

５ 貸倒引当金繰入額 0 ―    

６ 為替差損 224 892    

７ 自主回収費用 ― 394    

８ その他の営業外費用 278 1,273 0.8 546 2,235 1.3

経常利益  25,993 15.5 20,963 12.3

Ⅵ 特別利益     

１ 投資有価証券売却益 ― ― ― 226 226 0.1

Ⅶ 特別損失     

１ 子会社清算費用 1,056 ―    

２ たな卸資産評価損 ― 1,057    

３ 減損損失 ※３ 328 1,384 0.8 385 1,443 0.8

税金等調整前 
当期純利益 

 24,608 14.7 19,746 11.6

法人税、住民税 
及び事業税 

8,227 6,099    

法人税等調整額 △61 8,166 4.9 △267 5,832 3.4

少数株主利益  74 0.0 141 0.1

当期純利益  16,368 9.8 13,773 8.1

       



③ 【連結剰余金計算書】 

  

  
  

    
前連結会計年度

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)

(資本剰余金の部)     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   31,830 

Ⅱ 資本剰余金増加高     

１ 自己株式処分差益   0 0 

Ⅲ 資本剰余金減少高     

１ 自己株式買入消却   16,375 16,375 

Ⅳ 資本剰余金期末残高   15,455 

      

(利益剰余金の部)     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   98,307 

Ⅱ 利益剰余金増加高     

１ 当期純利益   16,368   

２ 新規連結による増加額   437 16,805 

Ⅲ 利益剰余金減少高     

１ 配当金   3,018   

２ 取締役賞与   100   

３ 監査役賞与   11   

４ 自己株式買入消却   7,501 10,630 

Ⅳ 利益剰余金期末残高   104,481 

      



④ 【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 

  

  

(注１) このうち、△1,592百万円は、平成18年3月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

(注２) 平成18年3月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成17年12月31日残高(百万円) 35,613 15,455 104,481 △255 155,293 

連結会計年度中の変動額           

 剰余金の配当(百万円)   (注１)     △3,342   △3,342 

 当期純利益(百万円)     13,773   13,773 

 役員賞与の支給(百万円) (注２)     △107   △107 

 自己株式の取得(百万円)       △20,003 △20,003 

 自己株式の処分・消却(百万円)   △9,632 △8,500 18,133 0 

 新規連結による増加額(百万円)     159   159 

 株主資本以外の項目の連結会計 
 年度中の変動額(純額)(百万円)           

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) ― △9,632 1,981 △1,869 △9,520 

平成18年12月31日残高(百万円) 35,613 5,822 106,463 △2,125 145,773 

  

評価・換算差額等 
少数株主
持分 純資産合計 その他 

有価証券 
評価差額金 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成17年12月31日残高(百万円) 4,905 874 5,780 540 161,614 

連結会計年度中の変動額           

 剰余金の配当(百万円)   (注１)         △3,342 

 当期純利益(百万円)         13,773 

 役員賞与の支給(百万円) (注２)         △107 

 自己株式の取得(百万円)         △20,003 

 自己株式の処分・消却(百万円)         0 

 新規連結による増加額(百万円)         159 

 株主資本以外の項目の連結会計 
 年度中の変動額(純額)(百万円) 318 4,330 4,649 229 4,878 

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) 318 4,330 4,649 229 △4,641 

平成18年12月31日残高(百万円) 5,224 5,205 10,429 769 156,972 



⑤ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

   
前連結会計年度

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益  24,608 19,746 

減価償却費  7,522 7,650 

減損損失  328 385 

連結調整勘定償却額  68  ― 

貸倒引当金の増減額  8 9 

退職給付引当金の増減額  △686 △665 

役員退職慰労引当金の増減額  55 112 

投資有価証券評価損及び売却損益  △3 △219 

ゴルフ会員権評価損  1 0 

受取利息及び受取配当金  △1,531 △1,719 

支払利息  435 214 

有形固定資産除売却損益  177 54 

売上債権の増減額  △869 884 

たな卸資産の増減額  3,269 △3,712 

仕入債務の増減額  1,272 288 

未払割戻金の増減額  34 △87 

役員賞与の支払額  △111 △107 

その他純額  1,868 △1,864 

小計  36,448 20,970 

利息及び配当金の受取額  1,607 1,643 

利息の支払額  △437 △215 

法人税等の支払額  △12,586 △6,884 

営業活動によるキャッシュ・フロー  25,032 15,513 



  

  

   
前連結会計年度

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出  △6,530 △2,777 

定期預金の払戻による収入  5,234 6,825 

有形固定資産の取得による支出  △6,821 △6,631 

投資有価証券の取得による支出  △75 △10 

投資有価証券の売却による収入  14 407 

無形固定資産の取得による支出  △2,964 △3,736 

貸付金の回収による収入  42 43 

その他純額  202 △226 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △10,898 △6,105 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額  △400 221 

長期借入金の返済による支出  △24 △704 

自己株式の取得による支出  △19,567 △20,003 

自己株式処分による収入  0 0 

配当金の支払額  △3,030 △3,376 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △23,021 △23,862 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  4,661 2,424 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額  △4,226 △12,029 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  52,113 48,015 

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額  128 72 

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 48,015 36,057 

     



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

  連結子会社は32社であります。主要な連結子会社名

は「第１企業の概況４関係会社の状況」に記載して

あります。 

当連結会計年度においてShimano Nordic Cycle AB

等２社については新たに取得したことにより、また

シマノ熊本株式会社については重要性が増加したこ

とから連結の範囲に含めております。なおシマノ熊

本株式会社は、熊本釣具株式会社から、Shimano 

Nordic Cycle AB、Shimano Nordic Cycle OYは、

Hallman Sports AB、Hallman Sports OYからそれぞ

れ会社名を変更しております。 

１ 連結の範囲に関する事項 

  連結子会社は33社であります。主要な連結子会社名

は「第１企業の概況４関係会社の状況」に記載して

あります。 

当連結会計年度においてShimano Nordic Cycle 

AS、Shimano Oceania Ltd.の２社については新たに

設立されたことにより、またShimano Australia 

Pty. Ltd.については当連結会計年度の下期に体制

が整備され、地理的拠点としても重要性が増加した

ことから連結の範囲に含めております。 

な お G.  Loomis  Products,  Inc.、G.  Loomis 

Sporting Goods, Inc.は、会社解散のため連結の範

囲から除外しております。 

非連結子会社は島野足立㈱等であります。非連結子

会社の合計の総資産、売上高、当期純損益及び利益

剰余金等のうち持分見合額は、それぞれ連結財務諸

表に及ぼす影響が軽微なため、連結の範囲から除外

しております。 

同左 

２ 持分法の適用に関する事項 

  持分法を適用した会社はありません。 

持分法を適用していない非連結子会社及びDunphy 

Holdings Pty. Ltd.、Woo Yun Co.,Ltd.、㈱サンボ

ウ等の関連会社の合計の当期純損益および利益剰余

金等のうち持分見合額は、それぞれ連結財務諸表に

およぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要

性がないため持分法の適用から除外しております。 

２ 持分法の適用に関する事項 

  同左 



  
前連結会計年度

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

Shimano American Corporation、 

Shimano Canada Ltd.、 

G. Loomis Products, Inc.、G. Loomis, Inc.、 

G. Loomis Sporting Goods, Inc.、 

Shimano Europe Holding B.V.、 

Shimano Europe Fishing Holding B.V.、 

Shimano Germany Fishing GmbH、 

Shimano Benelux B.V.、Shimano Europe B.V.、 

Shimano France Composants Cycles S.A.S.、 

Shimano U.K. Ltd.、Shimano Italia S.p.A.、 

Shimano Italy Fishing S.r.l.、 

Shimano Belgium N.V.、OOO Shimano Eurasia、 

Shimano Czech Republic s.r.o.、 

Shimano (Singapore) Pte. Ltd.、 

Shimano Components (Malaysia) Sdn. Bhd.、 

Shimano (Mersing) Sdn. Bhd.、 

P.T. Shimano Batam、 

Shimano (Malaysia) Sdn. Bhd.、MSC Pte. Ltd.、 

Shimano Taiwan Co., Ltd.、Shimano Nordic Cycle 

AB、Shimano Nordic Cycle OYの事業年度末日は11

月30日でありますが、連結財務諸表の作成にあたっ

ては、同日現在の財務諸表を使用しております。 

Shimano (Kunshan) Fishing Tackle Co., Ltd.、 

Shimano(Shanghai)Bicycle Components Co.,Ltd.、 

Shimano(Tianjin)Bicycle  Components  Co.,Ltd.の

事業年度末日は12月31日でありますが、 

Shimano (Singapore) Pte. Ltd.の連結グループに

属するため、11月30日で仮決算を行っております。 

なお、連結決算日との間に生じた重要な取引につい

ては、連結上、必要な調整を行っております。 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

Shimano American Corporation、 

Shimano Canada Ltd.、G. Loomis, Inc.、 

Shimano Europe Holding B.V.、 

Shimano Europe Fishing Holding B.V.、 

Shimano Germany Fishing GmbH、 

Shimano Benelux B.V.、Shimano Europe B.V.、 

Shimano France Composants Cycles S.A.S.、 

Shimano U.K. Ltd.、 

Shimano Italia S.p.A. in liquidazione、 

Shimano Italy Fishing S.r.l.、 

Shimano Belgium N.V.、 

Shimano Nordic Cycle AB、 

Shimano Nordic Cycle OY、 

Shimano Nordic Cycle AS、 

Shimano Czech Republic s.r.o.、 

Shimano (Singapore) Pte. Ltd.、 

Shimano Components (Malaysia) Sdn. Bhd.、 

Shimano (Mersing) Sdn. Bhd.、 

P.T. Shimano Batam、 

Shimano (Malaysia) Sdn. Bhd.、MSC Pte. Ltd.、 

Shimano Taiwan Co., Ltd.の事業年度末日は11月30

日でありますが、連結財務諸表の作成にあたって

は、同日現在の財務諸表を使用しております。 

Shimano (Kunshan) Fishing Tackle Co., Ltd.、 

Shimano(Shanghai)Bicycle Components Co.,Ltd.、 

Shimano(Tianjin)Bicycle  Components  Co.,Ltd.の

事業年度末日は12月31日でありますが、 

Shimano (Singapore) Pte. Ltd.の連結グループに

属するため、11月30日で仮決算を行っております。 

OOO Shimano Eurasiaの事業年度末日は12月31日で

ありますが、Shimano Europe Holding B.V.の連結

グループに属するため、11月30日で仮決算を行って

おります。 

なお、連結決算日との間に生じた重要な取引につい

ては、連結上、必要な調整を行っております。 

  



  
前連結会計年度

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

   有価証券 

    その他有価証券 

     時価のあるもの 

      主として、決算日の市場価格等に基づく時

価法 

(評価差額は、全部資本直入法により処理

し、売却原価は、移動平均法により算定) 

  

     時価のないもの 

      移動平均法による原価法 

なお、投資事業有限責任組合及びそれに類

する組合への出資（証券取引法第２条第２

項により有価証券とみなされるもの）につ

いては、組合契約に規定される決算報告日

に応じて入手可能な最近の決算書を基礎と

し、持分相当額を純額で取り込む方法によ

っております。 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

有価証券 

    その他有価証券 

     時価のあるもの 

      同左 

  

(評価差額は、全部純資産直入法により処

理し、売却原価は、移動平均法により算

定) 

     時価のないもの 

      同左 

  

   たな卸資産 

    製品・仕掛品・原材料 

     主として総平均法による原価法 

    貯蔵品 

     主として最終仕入原価法による原価法 

   たな卸資産 

    同左 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

   有形固定資産 

    定率法、なお在外連結子会社は主として定額法 

    部品成形及び鋳造用金型は、見積使用可能期間

の月数による定額法 

また、平成10年４月１日以降に取得した建物

(建物附属設備を除く)については、定額法 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

   有形固定資産 

    同左 

   無形固定資産 

    定額法 

ただし、ソフトウェア(自社利用分)について

は、社内における見込利用可能期間(５年)に基

づく定額法 

   無形固定資産 

    同左 

   長期前払費用 

    定額法 

   長期前払費用 

    同左 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

   貸倒引当金 

    債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上しております。 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

   貸倒引当金 

    同左 

   賞与引当金 

――― 

   賞与引当金 

    従業員に対して支給する賞与の支出に充てるた

め、支給見込額に基づき計上しております。 



  
前連結会計年度

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

役員賞与引当金 

――― 

役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、

支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上

しております。 

（会計方針の変更） 

当連結会計年度より「役員賞与に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17年11月29日

企業会計基準第4号）を適用しております。これ

により販売費及び一般管理費は107百万円増加

し、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純

利益は同額減少しております。なお、セグメント

情報に与える影響は軽微であります。 

   退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務の見込額及びシマノ

企業年金基金資産に基づき、当連結会計年度末

において発生していると認められる額を計上し

ております。また、過去勤務債務及び数理計算

上の差異については、発生連結会計年度に費用

処理する方法を採用しております。 

   退職給付引当金 

    同左 

  

  

  

  

  

  

（会計方針の変更） 

当連結会計年度より「『退職給付に係る会計基

準』の一部改正」（企業会計基準委員会 平成17

年3月16日 企業会計基準第3号）及び「『退職給

付に係る会計基準』の一部改正に関する適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17年3月16日

企業会計基準適用指針第7号）を適用しておりま

す。これにより営業利益、経常利益及び税金等調

整前当期純利益は61百万円増加しております。な

お、セグメント情報に与える影響は軽微でありま

す。 

   役員退職慰労引当金 

    役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に

基づく当連結会計年度末要支給額を計上してお

ります。 

   役員退職慰労引当金 

    同左 

 (4) 連結財務諸表の作成の基礎となった連結会社の財

務諸表の作成に当たって採用した重要な外貨建の

資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

   外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場ま

たは予約レートにより円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。 

   なお、在外連結子会社の資産・負債は在外連結子

会社の決算日の直物為替相場により円貨に換算

し、収益及び費用は在外連結子会社の事業年度の

期中平均為替相場により円貨に換算しておりま

す。換算差額は少数株主持分及び資本の部におけ

る為替換算調整勘定に含めております。 

 (4) 連結財務諸表の作成の基礎となった連結会社の財

務諸表の作成に当たって採用した重要な外貨建の

資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

   外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場ま

たは予約レートにより円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。 

   なお、在外連結子会社の資産・負債は在外連結子

会社の決算日の直物為替相場により円貨に換算

し、収益及び費用は在外連結子会社の事業年度の

期中平均為替相場により円貨に換算しておりま

す。換算差額は純資産の部における為替換算調整

勘定及び少数株主持分に含めております。 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

    同左 



  

  

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 

   ヘッジ会計の方法 

    為替予約が付されている外貨建金銭債権債務等

については、振当処理を行っております。 

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 

   ヘッジ会計の方法 

    同左 

   ヘッジ手段とヘッジ対象 

    外貨建資産・負債に係る為替変動リスク 

    外貨建の仕入・売上に係る金銭債権債務などを

ヘッジ対象として、為替予約を行っておりま

す。 

   ヘッジ手段とヘッジ対象 

    同左 

   ヘッジ方針 

    ヘッジ取引は、業務遂行上、輸出入の取引を行

うに当たって抱える可能性のある市場リスクを

適切に管理し、当該リスクの低減を図ることを

目的とする場合のみに限っております。 

   ヘッジ方針 

    同左 

   ヘッジ有効性評価の方法 

    ヘッジ会計を適用する場合は、「金融商品会計

に関する実務指針(中間報告)」(日本公認会計

士協会 平成12年１月31日)によっておりま

す。 

   ヘッジ有効性評価の方法 

    同左 

 (7) 消費税等の会計処理 

   税抜方式によっております。 

 (7) 消費税等の会計処理 

   同左 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

  連結子会社の資産及び負債の評価については、全面

時価評価法を採用しております。 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

  同左 

６ 連結調整勘定の償却に関する事項 

  連結調整勘定の償却については、５年間の均等償却

をおこなっております。 

  ただし、その効果が取得時の見積に基づく期間より

早く消滅すると見込まれる場合には、相当の減額を

しております。 

６ のれん及び負ののれんの償却に関する事項 

  該当事項はありません 

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分につい

て、連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて

作成されています。 

７           ――― 

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなって

おります。 

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

  同左 



(会計処理の変更) 

  

  

  

(表示方法の変更) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等) 

（自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準等

の一部改正) 

当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年

12月９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計

基準適用指針第８号）並びに改正後の「自己株式及び

準備金の額の減少等に関する会計基準」（企業会計基

準委員会 最終改正平成18年8月11日 企業会計基準

第１号）及び「自己株式及び準備金の額の減少等に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 最

終改正平成18年8月11日 企業会計基準適用指針第２

号）を適用しております。 

これによる損益に与える影響はありません。 

なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

156,203百万円であります。 

連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度にお

ける連結財務諸表は、改正後の連結財務諸表規則によ

り作成しております。 

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

（連結貸借対照表） 

「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年法

律第97号）が平成16年６月９日に公布され、平成16年

12月１日より適用されたこと及び「金融商品会計に関

する実務指針」（会計制度委員会報告第14号）が平成

17年２月15日付で改正されたことに伴い、当連結会計

年度から投資事業有限責任組合及びそれに類する組合

への出資（証券取引法第２条第２項により有価証券と

みなされるもの）を投資有価証券として表示する方法

に変更いたしました。 

なお、当連結会計年度の投資有価証券に含まれる当該

出資の額は、105百万円であります。 

（連結貸借対照表） 

前連結会計年度において、「営業権」として掲記され

ていたものは、当連結会計年度から「のれん」として

表示しております。 

また、当連結会計年度から役員賞与引当金を計上した

事にともない、賞与引当金を区分掲記しております。

なお、前連結会計年度の賞与引当金は749百万円で、

流動負債の「その他」に含まれております。 

  



(追加情報) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

外形標準課税制度 

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律

第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する連結会計年度より外形標準課税

制度が導入されたことに伴い、当連結会計年度から

「法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書

上の表示についての実務上の取扱い」（平成16年２月

13日 企業会計基準委員会 実務対応報告第12号）に

従い法人事業税の付加価値割及び資本割については、

販売費及び一般管理費に計上しております。  

この結果、販売費及び一般管理費が128百万円増加

し、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益

がそれぞれ128百万円減少しております。 

――― 

  

  



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

  

前連結会計年度
(平成17年12月31日) 

当連結会計年度
(平成18年12月31日) 

※１ 非連結子会社および関連会社に対するものは次の

とおりであります。 

投資有価証券 437百万円 

(非連結子会社及び関連会社株式) (437百万円)

※１ 非連結子会社および関連会社に対するものは次の

とおりであります。 

投資有価証券 422百万円 

(非連結子会社及び関連会社株式) (422百万円)

※２ 当連結会計年度末日が、金融機関の休日であるた

め、連結会計年度末日が満期日である手形の会計

処理は、手形交換日をもって決済処理をしていま

す。 

   なお、次の連結会計年度末日満期手形が残高に含

まれております。 

受取手形 68百万円

※２ 当連結会計年度末日が、金融機関の休日であるた

め、連結会計年度末日が満期日である手形の会計

処理は、手形交換日をもって決済処理をしていま

す。 

   なお、次の連結会計年度末日満期手形が残高に含

まれております。 

受取手形 73百万円

※３ 連結財務諸表提出会社の発行済株式総数 

普通株式 102,803,207株

※３         ――― 

※４ 連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

の数 

普通株式 85,555株

※４         ――― 



(連結損益計算書関係) 

  

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目および

金額は次のとおりであります。 

１ 給料及び手当 7,137百万円

２ 広告宣伝費 5,501 〃 

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目および

金額は次のとおりであります。 

１ 給料及び手当 7,872百万円

２ 広告宣伝費 6,372 〃 

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

6,007百万円

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

7,035百万円

※３ 減損損失 

   当社グループは以下の資産グループについて減損

損失を計上しました。 

  

用途 種類 場所 その他 

自転車部品

製造設備 

建物及び構

築物 

機械装置及

び運搬具 

有形固定資

産 そ の 他

（工具器具

及び備品） 

ソフトウェ

ア 

大阪府堺市 

山口県 

下関市 

シンガポー

ル 

遊休資産

でありま

す 

釣具 

製造設備 

建物及び構

築物 

土地 

山口県 

下関市 

熊本県 

山鹿市 

遊休資産

でありま

す 

賃貸用 

不動産 

土地 千葉県 

館山市 

遊休資産

でありま

す 

※３ 減損損失 

   当社グループは以下の資産グループについて減損

損失を計上しました。 

用途 種類 場所 その他 

自転車部品

製造設備 

営業設備 

建物及び構

築物 

機械装置及

び運搬具 

有形固定資

産 そ の 他

（工具器具

及び備品） 

大阪府堺市 

山口県 

下関市 

遊休資産

でありま

す 

釣具 

製造設備 

営業設備 

建物及び構

築物 

機械装置及

び運搬具 

土地 

有形固定資

産 そ の 他

（工具器具

及び備品） 

大阪府堺市 

千葉県 

四街道市 

遊休資産

でありま

す 

その他 

製造設備 

有形固定資

産 そ の 他

（工具器具

及び備品） 

大阪府堺市 遊休資産

でありま

す 



  

  

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

（経緯） 

    自転車部品製造設備及び釣具製造設備のうち、

遊休資産については今後も事業の用に供する予定

がないため、帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失（319百万円）として

特別損失に計上しました。 

    賃貸用不動産については、取得時以降の不動産

市況の下落により、資産の帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損失（8百万

円）として特別損失に計上しました。 

（経緯） 

    自転車部品製造設備・営業設備、釣具製造設

備・営業設備及びその他製造設備のうち、遊休資

産については今後も事業の用に供する予定がない

ため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該

減少額を減損損失（385百万円）として特別損失

に計上しました。  

     

    

  （減損損失の金額） 

 種類   金額 

建物及び構築物 186百万円 

機械装置及び運搬具 99 〃 

土地 37 〃 

有形固定資産その他 

（工具器具及び備品） 
5 〃 

ソフトウェア 0 〃 

合計 328 〃 

  （減損損失の金額） 

 種類   金額 

建物及び構築物 47百万円 

機械装置及び運搬具 151 〃 

土地 110 〃 

有形固定資産その他 

（工具器具及び備品） 
76 〃 

合計 385 〃 

    

（グルーピングの方法） 

    当社グループは、事業の区分をもとに概ね独立

したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位に

よって資産のグルーピングを行っており、現在遊

休状態にあり、今後も事業の用に供する予定がな

いものについては遊休資産としてグルーピングし

ております。また賃貸資産については、物件毎に

グルーピングを行っております。 

（グルーピングの方法） 

    同左 

    

（回収可能価額の算定方法等） 

    回収可能価額は正味売却価額であり、その評価

額は重要性が乏しいため、残存価額もしくは固定

資産税評価額としております。 

（回収可能価額の算定方法等） 

    同左 



(連結株主資本等変動計算書関係) 

  

当連結会計年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 

  

１ 発行済株式に関する事項 

 

（変動の事由） 

減少数の主な内訳は以下のとおりであります。 

自己株式の消却による減少     5,200千株 

  

  

  

２ 自己株式に関する事項 

 

（変動の事由） 

増加数の主な内訳は以下のとおりであります。 

株主総会決議に基づく買取による増加     2,702千株 

取締役会決議に基づく買取による増加     3,020千株 

単元未満株式の買取による増加          4千株 

減少数の主な内訳は以下のとおりであります。 

消却による減少               5,200千株 

単元未満株式の売渡による減少          0千株 

  

  

３ 配当に関する事項 

  

（１）配当金支払金額 

平成18年3月30日の定時株主総会において、次のとおり決議しております。 

・普通株式の配当に関する事項 

（イ）配当金の総額・・・・・・・・・・・ 1,592百万円 

（ロ）１株あたり配当額・・・・・・・・・・・15円50銭 

（ハ）基準日・・・・・・・・・・・・平成17年12月31日 

（ニ）効力発生日・・・・・・・・・・平成18年 3月31日 

  

（２）中間配当金支払額等 

平成18年8月22日開催の取締役会において、次のとおり決議しております。 

・普通株式の配当に関する事項 

（イ）配当金の総額・・・・・・・・・・・ 1,750百万円 

（ロ）１株あたり配当額・・・・・・・・・・・17円50銭 

（ハ）基準日・・・・・・・・・・・・平成18年 6月30日 

（ニ）効力発生日・・・・・・・・・・平成18年 9月 4日 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式 （千株） 102,803 － 5,200 97,603 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式 （千株） 85 5,727 5,200 613 



（３）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度後となるもの 

平成19年3月29日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しております。 

・普通株式の配当に関する事項 

（イ）配当金の総額・・・・・・・・・・・ 1,697百万円 

（ロ）配当の原資・・・・・・・・・・・・・利益剰余金 

（ハ）１株あたり配当額・・・・・・・・・・・17円50銭 

（ニ）基準日・・・・・・・・・・・・平成18年12月31日 

（ホ）効力発生日・・・・・・・・・・平成19年 3月30日 

  



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係(平成17年

12月31日現在) 

現金及び預金勘定 54,545百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金 

△6,530 〃

現金及び現金同等物 48,015 〃 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係(平成18年

12月31日現在) 

現金及び預金勘定 38,834百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金 

△2,777 〃 

現金及び現金同等物 36,057 〃 

２ 株式の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産及び負債の主な内容 

  

流動資産 1,285百万円

固定資産 415 〃 

流動負債 △1,023 〃 

固定負債 △47 〃

取得価額 629 〃 

現金及び現金同等物 △126 〃 

差引：取得のための支出 502 〃 

２       ――― 

  

  

   

    

    

    

    

    

    



(リース取引関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引に係る注記 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引に係る注記 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
その他 

(工具器具及び備品)

取得価額相当額 76百万円

減価償却累計額相当額 30 〃 

期末残高相当額 45 〃 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

その他 
(工具器具及び備品) 

取得価額相当額 76百万円

減価償却累計額相当額 53 〃 

期末残高相当額 22 〃 

  なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

  同左 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 22百万円

１年超 22 〃 

合計 45 〃 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 14百万円

１年超 8 〃 

合計 22 〃 

  なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。 

  同左 

３ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 22百万円

減価償却費相当額 22 〃 

３ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 22百万円

減価償却費相当額 22 〃 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用

年数とし、残存価額を０とする定額法によっており

ます。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  同左 

オペレーティング・リース取引に係る注記 

   未経過リース料 

１年以内 99百万円

１年超 300 〃 

合計 399 〃 

オペレーティング・リース取引に係る注記 

   未経過リース料 

１年以内 141百万円

１年超 355 〃 

合計 496 〃 



(有価証券関係) 

前連結会計年度 

１ その他有価証券で時価のあるもの(平成17年12月31日) 

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの) 

  

  

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの) 

  

(注) なお、連結会計年度における時価が、取得原価に比べ50％超下落した場合には全て減損処理を行っております。 

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

  

  

３ 時価評価されていない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額(平成17年12月31日) 

  

(注) 投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資には、当該投資事業組合が保有する「その他有価証券」に対する時価

評価（持分相当額14百万円）を含んでおります。 

  

種類 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

株式 4,153 12,444 8,290

合計 4,153 12,444 8,290

種類 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

株式 1 0 △0

合計 1 0 △0

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円) 

964 2 ― 

その他有価証券 

非上場株式 6,562百万円

投資事業有限責任組合及び 

それに類する組合への出資 
105 〃 



当連結会計年度 

１ その他有価証券で時価のあるもの(平成18年12月31日) 

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの) 

  

  

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの) 

  

(注) なお、連結会計年度における時価が、取得原価に比べ50％超下落した場合には全て減損処理を行っております。 

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 

  

  

３ 時価評価されていない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額(平成18年12月31日) 

  

(注) 投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資には、当該投資事業組合が保有する「その他有価証券」に対する時価

評価（持分相当額36百万円）を含んでおります。 

次へ 

種類 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

株式 9,589 18,496 8,907

合計 9,589 18,496 8,907

種類 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

株式 654 565 △88

合計 654 565 △88

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円) 

375 226 ― 

その他有価証券 

非上場株式 375百万円

投資事業有限責任組合及び 

それに類する組合への出資 
96 〃 



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 
  

  

２ 取引の時価等に関する事項 
  

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

(1) 取引の内容 

  当社グループの利用しているデリバティブ取引は、

外貨建債権債務についての為替予約取引のみであり

ます。 

(1) 取引の内容 

  同左 

    

(2) 取引に対する取組方針 

  当社グループは基本的に債権債務の残高の範囲内で

デリバティブ取引を利用することとしており、投機

的なデリバティブ取引は行わない方針であります。 

(2) 取引に対する取組方針 

  同左 

    

(3) 取引の利用目的 

  当社グループは輸出入取引に係る為替相場の変動に

よるリスクを回避する目的で、為替予約取引を利用

しております。 

  なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っています。 

(3) 取引の利用目的 

  同左 

  ヘッジ会計の方法 

   為替予約が付されている外貨建金銭債権債務等に

ついては、振当処理を行っております。 

  ヘッジ会計の方法 

   同左 

  ヘッジ手段と対象 

   外貨建資産・負債に係る為替変動リスク 

   外貨建の仕入・売上に係る金銭債権債務などをヘ

ッジ対象として、為替予約を行っております。 

  ヘッジ手段と対象 

   同左 

  ヘッジ方針 

   ヘッジ取引は、業務遂行上、輸出入の取引を行う

に当たって抱える可能性のある市場リスクを適切

に管理し、当該リスクの低減を図ることを目的と

する場合のみに限っております。 

  ヘッジ方針 

   同左 

  ヘッジ有効性評価の方法 

   ヘッジ会計を適用する場合は、「金融商品会計に

関する実務指針(中間報告)」(日本公認会計士協

会 平成12年１月31日)によっております。 

  ヘッジ有効性評価の方法 

   同左 

(4) 取引に係るリスクの内容 

 ① 市場リスク 

   為替予約取引については、取引実行に伴いその後

の市場変動による利得の機会を失うことを除き、

特にリスクを負っておりません。 

(4) 取引に係るリスクの内容 

  同左 

 ② 信用リスク 

   当社グループの為替予約取引の契約先は信用度の

高い国内銀行であるため、信用リスクはほとんど

ないと判断しております。 

  

(5) 取引に係るリスク管理体制 

  当社グループが行っているデリバティブ取引は、輸

出入取引に係る為替相場の変動によるリスクを回避

する目的で、基本的に債権債務の残高の範囲内で行

うものに限定されているため、その実行及び管理は

経理部で行っております。 

(5) 取引に係るリスク管理体制 

  同左 

前連結会計年度
(平成17年12月31日) 

当連結会計年度
(平成18年12月31日) 

当社グループのデリバティブ取引は、すべてヘッジ会計

を適用しているため、開示に該当する事項はありませ

ん。 

同左 



(退職給付関係) 

  

  

(ストック・オプション等関係) 

該当事項はありません。 

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

  当社は、昭和50年10月より適格退職年金制度を退職

一時金制度と併用しておりましたが、平成５年７月

にシマノ厚生年金基金制度を設立、適格退職年金制

度より移行し、移行割合は中途退職者については

50％、定年退職者については70％でありました。 

  当社はシマノ厚生年金基金の代行返上に伴い、市場

金利連動型の確定給付年金制度に移行しました。シ

マノ企業年金基金への移行について、平成16年４月

１日付けで厚生労働大臣の認可を受け、認可の日よ

り新制度に移行しております。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

  同左 

    

２ 退職給付債務に関する事項 

退職給付債務の額 △12,403百万円

年金資産の額 10,540 〃 

未積立退職給付債務 △1,862 〃 

未認識前払費用 △59 〃 

退職給付引当金の額 △1,921 〃 

２ 退職給付債務に関する事項 

退職給付債務の額 △12,571百万円

年金資産の額 11,368 〃 

未積立退職給付債務 △1,203 〃 

前払年金費用 △61 〃 

退職給付引当金の額 △1,265 〃 

    

３ 退職給付費用に関する事項 

勤務費用の額 391百万円

利息費用の額 291 〃 

期待運用収益 △238 〃 

数理計算上の差異の費用の額 4 〃 

退職給付費用 449 〃 

３ 退職給付費用に関する事項 

勤務費用の額 457百万円

利息費用の額 301 〃 

期待運用収益 △263 〃 

数理計算上の差異の費用の額 243 〃 

退職給付費用 738 〃 

    

４ 割引率 2.5％

期待運用収益率 2.5％

４ 割引率 2.5％

期待運用収益率 2.5％

  退職給付見込額の期間配分方法 

   勤務期間を基準とする方法 

  退職給付見込額の期間配分方法 

   勤務期間を基準とする方法 

    

 過去勤務債務の額については、発生連結会計年度に費

用処理する方法を採用しております。 

 同左 

    

 数理計算上の差異については、発生連結会計年度に費

用処理する方法を採用しております。 

 同左 



(税効果会計関係) 

  

  
  

  

  

  

前連結会計年度
(平成17年12月31日) 

当連結会計年度
(平成18年12月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産    

賞与引当金繰入限度超過額 84百万円

未払事業税 206 〃 

役員退職慰労引当額 357 〃 

退職給付引当金超過額 669 〃 

その他有価証券評価差額金 155 〃 

減価償却限度超過額 590 〃 

未実現利益に対する税効果額 711 〃 

ゴルフ会員権評価損 138 〃 

貸倒引当金超過額 617 〃 

減損損失 332 〃 

少額資産償却超過額 199 〃 

その他 639 〃 

繰延税金資産合計 4,702 〃 

繰延税金負債    

連結子会社留保金に係る税効果 △113 〃 

土地評価益にかかる税効果 △167 〃 

減価償却不足額 △451 〃 

その他有価証券評価差額金 △3,399 〃 

その他 △18 〃 

繰延税金負債合計 △4,149 〃 

繰延税金資産純額 552 〃 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産    

賞与引当金繰入限度超過額 128百万円

未払事業税 93 〃 

役員退職慰労引当額 403 〃 

退職給付引当金超過額 481 〃 

その他有価証券評価差額金 190 〃 

減価償却限度超過額 568 〃 

未実現利益に対する税効果額 637 〃 

ゴルフ会員権評価損 135 〃 

貸倒引当金超過額 550 〃 

減損損失 444 〃 

少額資産償却超過額 212 〃 

たな卸資産評価損 485 〃 

外国税額控除超過額 195 〃 

その他 532 〃 

繰延税金資産合計 5,060 〃 

繰延税金負債    

連結子会社留保金に係る税効果 △174 〃 

土地評価益にかかる税効果 △167 〃 

減価償却不足額 △371 〃 

その他有価証券評価差額金 △3,665 〃 

その他 △71 〃 

繰延税金負債合計 △4,449 〃 

繰延税金資産純額 610 〃 

    

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 41.0％

(調 整)  

交際費等永久に損金に算入され 
ない項目 

1.2％

受取配当金等永久に益金に算入 
されない項目 

△0.3％

住民税均等割等 0.1％

外国税額控除等 △8.6％

海外子会社等の適用税率の差異 △4.7％

その他 4.5％

税効果会計適用後の法人税等の負 
担率 

33.2％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

  

法定実効税率 41.0％

(調 整)  

交際費等永久に損金に算入され
ない項目 

1.9％

受取配当金等永久に益金に算入
されない項目 

△1.1％

外国税額控除等 △8.9％

海外子会社等の適用税率の差異 △7.0％

その他 3.6％

税効果会計適用後の法人税等の負
担率 

29.5％



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

  

(注) １ 事業区分の方法は、製品の用途による区分によっております。 

２ 各事業の主な製品 

自転車部品   フリーホイール、フロントギヤ、変速機、ブレーキ他 

釣具      リール、ロッド他 

その他     冷間鍛造品、スノーボード関連用品他 

３ 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産は、59,168百万円であり、その主なものは提出会社での余資運用資産

(現金預金)、長期投資資産(投資有価証券)であります。 

４ 追加情報に記載したとおり、「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第９号）が平成15年３月31日に公布さ

れ、平成16年４月１日以後に開始する連結会計年度より外形標準課税制度が導入されたことに伴い、当連結会計年度から

「法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱い」（平成16年２月13日 企業会

計基準委員会 実務対応報告第12号）に従った結果、各セグメントの営業費用は次のとおり増加しました。 

自転車部品92百万円、釣具31百万円、その他4百万円 

その結果、自転車部品及び釣具のセグメントの営業利益はそれぞれ同額減少し、その他のセグメントの営業損失は同額増

加しています。 

  

  
自転車部品 
(百万円) 

釣具
(百万円) 

その他
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益     

売上高     

(1) 外部顧客に 
  対する売上高 

124,964 39,823 3,087 167,875 ― 167,875

(2) セグメント間の内部 
  売上高 

― ― ― ― (―) ―

計 124,964 39,823 3,087 167,875 (―) 167,875

営業費用 101,588 37,877 3,134 142,600 (―) 142,600

営業利益又は 
営業損失(△) 

23,376 1,946 △46 25,275 (―) 25,275

Ⅱ 資産、減価償却費、 
  減損損失及び資本的支出 

    

資産 101,066 23,617 2,727 127,412 59,168 186,581

減価償却費 5,832 1,496 193 7,522 ― 7,522

減損損失 152 167 8 328 ― 328

資本的支出 8,009 1,689 87 9,786 ― 9,786



当連結会計年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 

  

(注) １ 事業区分の方法は、製品の用途による区分によっております。 

２ 各事業の主な製品 

自転車部品   フリーホイール、フロントギヤ、変速機、ブレーキ他 

釣具      リール、ロッド他 

その他     冷間鍛造品、スノーボード関連用品他 

３ 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産は、46,179百万円であり、その主なものは提出会社での余資運用資産

(現金預金)、長期投資資産(投資有価証券)であります。 

  

  
自転車部品 
(百万円) 

釣具
(百万円) 

その他
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益     

売上高     

(1) 外部顧客に 
  対する売上高 

122,793 44,167 3,342 170,303 ― 170,303

(2) セグメント間の内部 
  売上高 

― ― ― ― (―) ―

計 122,793 44,167 3,342 170,303 (―) 170,303

営業費用 103,859 42,204 3,332 149,395 (―) 149,395

営業利益 18,934 1,963 9 20,907 (―) 20,907

Ⅱ 資産、減価償却費、 
  減損損失及び資本的支出 

    

資産 105,941 25,579 2,572 134,093 46,179 180,273

減価償却費 5,849 1,632 168 7,650 ― 7,650

減損損失 202 183 0 385 ― 385

資本的支出 8,727 1,485 153 10,367 ― 10,367



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。 

(2) 各区分に属する主な国又は地域 

北米   ……アメリカ合衆国、カナダ 

ヨーロッパ……オランダ、ドイツ、イギリス、イタリア、ベルギー、フランス、スウェーデン、ノルウェー、フィン

ランド 

アジア  ……シンガポール、マレーシア、台湾、中国、インドネシア 

２ 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は59,168百万円であり、その主なものは提出会社での余資運用資

産(現金預金)、長期投資資産(投資有価証券)であります。 

３ 追加情報に記載したとおり、「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第９号）が平成15年３月31日に公布さ

れ、平成16年４月１日以後に開始する連結会計年度より外形標準課税制度が導入されたことに伴い、当連結会計年度から

「法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱い」（平成16年２月13日 企業会

計基準委員会 実務対応報告第12号）に従った結果、日本のセグメントの営業費用は128百万円増加し、営業利益は同額

減少しました。 

  

  
日本
(百万円) 

北米 
(百万円) 

ヨーロッパ
(百万円) 

アジア
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益       

売上高       

(1) 外部顧客に 
  対する売上高 

116,735 19,118 21,639 10,381 167,875 ― 167,875

(2) セグメント間の内部 
  売上高 

23,658 315 2,022 39,112 65,108 (65,108) ―

計 140,394 19,433 23,661 49,494 232,984 (65,108) 167,875

営業費用 123,616 18,382 22,276 43,433 207,708 (65,108) 142,600

営業利益 16,777 1,050 1,385 6,061 25,275 ― 25,275

Ⅱ 資産 87,893 9,264 14,541 25,941 137,642 48,939 186,581



当連結会計年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。 

(2) 各区分に属する主な国又は地域 

北米   ……アメリカ合衆国、カナダ 

ヨーロッパ……オランダ、ドイツ、イギリス、イタリア、ベルギー、フランス、スウェーデン、ノルウェー、フィン

ランド、チェコ、ロシア 

アジア  ……シンガポール、マレーシア、台湾、中国、インドネシア 

その他  ……オーストラリア 

２ 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は46,179百万円であり、その主なものは提出会社での余資運用資

産(現金預金)、長期投資資産(投資有価証券)であります。 

  

  
日本
(百万円) 

北米 
(百万円) 

ヨーロッパ
(百万円) 

アジア
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益     

売上高     

(1) 外部顧客に 
  対する売上高 

113,096 20,468 22,448 13,189 1,101 170,303 ― 170,303

(2) セグメント間の内部 
  売上高 

25,793 257 2,176 46,340 6 74,575 (74,575) ―

計 138,890 20,726 24,625 59,529 1,107 244,878 (74,575) 170,303

営業費用 128,304 19,595 23,386 51,721 963 223,971 (74,575) 149,395

営業利益 10,586 1,130 1,238 7,807 144 20,907 ― 20,907

Ⅱ 資産 88,577 9,515 15,582 52,035 414 166,124 14,148 180,273



【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっています。 

(2) 各区分に属する主な国又は地域 

アメリカ  ……アメリカ合衆国、カナダ、中南米 

ヨーロッパ ……ドイツ、イタリア、イギリス、オランダ、フランス 

アジア   ……台湾、中国 

その他の地域……オーストラリア 

２ 海外売上高は、当社及び連結子会社の日本以外の国又は地域における売上高であります。 

  

当連結会計年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっています。 

(2) 各区分に属する主な国又は地域 

アメリカ  ……アメリカ合衆国、カナダ、中南米 

ヨーロッパ ……ドイツ、イタリア、イギリス、オランダ、フランス 

スウェーデン、ノルウェー、フィンランド、ロシア 

アジア   ……台湾、中国 

その他の地域……オーストラリア 

２ 海外売上高は、当社及び連結子会社の日本以外の国又は地域における売上高であります。 

  

  アメリカ ヨーロッパ アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 28,702 68,760 42,576 2,496 142,537

Ⅱ 連結売上高(百万円)     167,875

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％) 

17.1 41.0 25.4 1.5 84.9

  アメリカ ヨーロッパ アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 28,037 66,429 46,316 3,838 144,622

Ⅱ 連結売上高(百万円)     170,303

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％) 

16.5 39.0 27.2 2.3 84.9



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

１ 役員及び個人主要株主等 

  

(注) シマノ釣具静岡販売㈱との取引は当社の役員が第三者のために当社との間で行う取引に該当します。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

シマノ釣具静岡販売㈱からの預り金に対する利息については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。なお

同社は平成17年５月27日に清算手続きを完了しております。 

  

当連結会計年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 

該当事項はありません。 

  

  

属性 氏名 住所 
事業の内容 
又は職業 

議決権等の
被所有割合 

取引の内容
取引金額
(百万円) 

科目 
期末残高
(百万円) 

役員 島野容三 ― 
当社代表取締役及びシマノ
釣具静岡販売㈱の代表取締
役社長 

直接
  0.5％ 

シマノ釣具静岡販売㈱に
対する預り金 

1 ― ―



(１株当たり情報) 

  

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 

２ 算定上の基礎 

(1) １株当たり純資産額 

(2) １株当たり当期純利益 

  

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

(1) １株当たりの純資産額は、1,567円15銭でありま

す。 

(1) １株当たりの純資産額は、1,610円51銭でありま

す。 

    

(2) １株当たりの当期純利益金額は、153円50銭であり

ます。 

(2) １株当たりの当期純利益金額は、137円39銭であり

ます。 

  

  
前連結会計年度末
(平成17年12月31日) 

当連結会計年度末 
(平成18年12月31日) 

連結貸借対照表の純資産の部の合計 
(百万円) 

― 156,972

普通株式に係る純資産額 
(百万円) 

― 156,203

連結貸借対照表の純資産の部の合計額と
１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式に係る連結会計年度末の純資産
額との差額(百万円) 

― 769

 (うち少数株主持分)  
(百万円) 

(―) (769)

普通株式の発行済株式数(千株) ― 97,603

普通株式の自己株式数(千株) ― 613

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数(千株) 

― 96,990

  
前連結会計年度

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

当期純利益(百万円) 16,368 13,773

普通株主に帰属しない金額(百万円) 100 ―

(うち利益処分による役員賞与金)(百万円) (100) (―)

普通株式に係る当期純利益(百万円) 16,268 13,773

普通株式の期中平均株式数(千株) 105,979 100,245



⑥ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

  

(注) １ 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均を記載しております。 

２ 上記借入金は11月30日が事業年度末日である連結子会社のものであります。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 681 929 4.81 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 718 23 3.54 ― 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。) 

21 ― ― 平成18年12月31日 

その他の有利子負債 ― ― ― ― 

計 1,421 952 ― ― 



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

  

  
第99期

(平成17年12月31日) 
第100期 

(平成18年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金  4,555 4,481  

２ 受取手形 ※３  1,832 1,963  

３ 売掛金 ※２  18,857 18,929  

４ 製品  7,228 7,455  

５ 原材料  751 964  

６ 仕掛品  5,781 6,125  

７ 貯蔵品  212 217  

８ 前渡金  14 1  

９ 前払費用  120 168  

10 短期貸付金  33 52  

11 未収入金 ※２  3,506 3,619  

12 繰延税金資産  338 809  

13 その他  182 110  

14 貸倒引当金  △39 △25  

流動資産合計  43,374 43.4 44,872 43.3

Ⅱ 固定資産     

(1) 有形固定資産     

１ 建物 19,835 20,003    

減価償却累計額 △11,596 △12,091    

減損損失累計額 △147 8,092 △193 7,718  

２ 構築物 2,470 2,403    

減価償却累計額 △1,909 △1,901    

減損損失累計額 △1 559 △1 500  

３ 機械及び装置 18,146 17,985    

減価償却累計額 △14,662 △14,359    

減損損失累計額 △158 3,325 △274 3,352  

４ 車輛及び運搬具 162 163    

減価償却累計額 △90 △98    

減損損失累計額 △0 72 ― 64  

５ 工具器具及び備品 24,542 25,818    

減価償却累計額 △22,605 △23,684    

減損損失累計額 △45 1,891 △117 2,017  

６ 土地  9,534 9,421  

７ 建設仮勘定  561 353  

有形固定資産合計  24,036 24.1 23,428 22.6



  

  
第99期

(平成17年12月31日) 
第100期 

(平成18年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(2) 無形固定資産     

１ 特許権  15 10  

２ 商標権  12 16  

３ 実用新案権  ― 4  

４ ソフトウェア  1,787 3,999  

５ ソフトウェア仮勘定  1,873 2,094  

６ その他  42 36  

無形固定資産合計  3,730 3.7 6,161 5.9

(3) 投資その他の資産     

１ 投資有価証券  18,883 19,296  

２ 関係会社株式  7,533 7,533  

３ 出資金  25 25  

４ 関係会社出資金  1,336 1,336  

５ 長期貸付金  52 ―  

６ 更生債権等  1,332 1,298  

７ 長期前払費用  74 62  

８ その他  821 956  

９ 貸倒引当金  △1,332 △1,299  

投資その他の資産合計  28,728 28.8 29,210 28.2

固定資産合計  56,494 56.6 58,800 56.7

資産合計  99,868 100.0 103,673 100.0

      

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

１ 買掛金 ※２  5,765 9,979  

２ 短期借入金 ※２  ― 15,118  

３ 未払金 ※２  3,702 2,951  

４ 未払法人税等  1,465 544  

５ 未払費用  65 181  

６ 前受金  102 183  

７ 預り金 ※２  3,919 4,801  

８ 賞与引当金  191 195  

９ 役員賞与引当金  ― 100  

10 その他  ― 252  

流動負債合計  15,213 15.2 34,307 33.1



  

  
第99期

(平成17年12月31日) 
第100期 

(平成18年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

Ⅱ 固定負債     

１ 退職給付引当金  1,563 1,169  

２ 役員退職慰労引当金 ※４  871 983  

３ 繰延税金負債  502 760  

固定負債合計  2,938 3.0 2,912 2.8

負債合計  18,152 18.2 37,219 35.9

(資本の部)     

Ⅰ 資本金 ※１  35,613 35.7 ― ―

Ⅱ 資本剰余金     

１ 資本準備金 5,822 ―    

２ その他資本剰余金     

資本準備金減少差益 9,624 ―    

自己株式処分差益 8 ―    

資本剰余金合計  15,455 15.5 ― ―

Ⅲ 利益剰余金     

１ 利益準備金 3,194 ―    

２ 当期未処分利益 22,807 ―    

利益剰余金合計  26,001 26.0 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金  4,903 4.9 ― ―

Ⅴ 自己株式 ※５  △255 △0.3 ― ―

資本合計  81,716 81.8 ― ―

負債及び資本合計  99,868 100.0 ― ―

      



  

  

    
第99期

(平成17年12月31日) 
第100期 

(平成18年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)               

Ⅰ 株主資本               

１ 資本金     ― ―   35,613 34.4 

２ 資本剰余金               

資本準備金   ―     5,822     

その他資本剰余金   ―     0     

資本剰余金合計     ― ―   5,822 5.6 

３ 利益剰余金               

(1) 利益準備金   ―     3,194     

(2) その他利益剰余金               

繰越利益剰余金   ―     18,727     

利益剰余金合計     ― ―   21,921 21.1 

４ 自己株式     ― ―   △2,125 △2.0

株主資本合計     ― ―   61,231 59.1 

Ⅱ 評価・換算差額等               

  その他有価証券 
  評価差額金 

    ― ―   5,221 5.0 

評価・換算差額等合計     ― ―   5,221 5.0 

純資産合計     ― ―   66,453 64.1 

負債及び純資産合計     ― ―   103,673 100.0 

      



② 【損益計算書】 

  

  

  
第99期

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

第100期 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高 ※３  138,814 100.0 136,744 100.0

Ⅱ 売上原価    

１ 期首製品たな卸高 8,488 7,228   

２ 当期製品仕入高 ※３ 41,900 50,084   

３ 当期製品製造原価 ※3,4 57,088 54,343   

合計 107,478 111,656   

４ 期末製品たな卸高 7,228 7,455   

５ 他勘定振替高 ※１ 564 99,684 71.8 775 103,424 75.6

売上総利益  39,130 28.2 33,319 24.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※2,4  23,563 17.0 23,938 17.5

営業利益  15,566 11.2 9,381 6.9

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息 294 198   

２ 有価証券利息 13 ―   

３ 受取配当金 ※３ 3,758 2,665   

４ 為替差益 194 74   

５ その他 133 4,393 3.2 336 3,275 2.4

Ⅴ 営業外費用    

１ 支払利息 81 125   

２ 売上割引 250 245   

３ 寄附金 129 105   

４ 固定資産除却損 171 45   

５ ゴルフ会員権評価損 1 0   

６ 貸倒引当金繰入額 0 ―   

７ 自主回収費用 ― 394   

８ アスベスト対策費用 ― 158   

９ その他 41 677 0.5 86 1,162 0.9

経常利益  19,283 13.9 11,493 8.4

Ⅵ 特別利益    

１ 投資有価証券売却益 ― 226   

２ 償却債権回収益 ― ― ― 44 270 0.2

Ⅶ 特別損失    

１ 減損損失 ※５ 230 385   

２ 貸倒引当金繰入額 856 ―   

３ たな卸資産評価損 ― 1,087 0.8 947 1,333 1.0

税引前当期純利益  18,195 13.1 10,430 7.6

法人税、住民税及び 
事業税 

5,256 3,012   

法人税等調整額 66 5,322 3.8 △444 2,567 1.8

当期純利益  12,872 9.3 7,862 5.8

前期繰越利益  19,092   

自己株式消却額  7,501   

中間配当額  1,656   

当期未処分利益  22,807   

     



製造原価明細書 

  

(注) 

  

  
第99期

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

第100期 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

材料費 23,265 38.4 25,254 42.2

外注費 22,592 37.2 19,822 33.1

労務費 7,422 12.2 7,423 12.4

経費 ※１ 7,375 12.2 7,389 12.3

当期総製造費用 60,654 100.0 59,890 100.0

期首仕掛品たな卸高 6,311 5,781  

合計 66,966 65,671  

他勘定振替高 ※２ 4,096 5,203  

期末仕掛品たな卸高 5,781 6,125  

当期製品製造原価 57,088 54,343  

     

第99期   第100期 

(原価計算について) 

 原価計算は実際組別総合原価計算を採用しており

ます。原価差額は、製品・仕掛品・売上原価の標

準原価にもとづいて配賦しております。 

  (原価計算について) 

 原価計算は実際組別総合原価計算を採用しており

ます。原価差額は、製品・仕掛品・売上原価の標

準原価にもとづいて配賦しております。 

 原価差額配賦内訳は次のとおりであります。 
  

項目 
期末仕掛品 
(百万円) 

期末製品
(百万円) 

標準原価 4,784 6,374

調整額 996 854

実際原価 5,781 7,228

   原価差額配賦内訳は次のとおりであります。 
  

項目
期末仕掛品
(百万円) 

期末製品 
(百万円) 

標準原価 5,371 7,008 

調整額 1,285 815 

実際原価 6,657 7,823 

 ※１ この内には減価償却費2,592百万円が含ま

れております。 

   ※１ この内には減価償却費2,564百万円が含ま

れております。 

 ※２ 他勘定振替高 
  

項目 
金額 
(百万円) 

基礎研究費 2,762

建設仮勘定 1

その他 1,332

計 4,096

   ※２ 他勘定振替高 
  

項目
金額 
(百万円) 

基礎研究費 3,175 

建設仮勘定 0 

その他 2,027 

計 5,203 



③ 【利益処分計算書】 

  

(注) 上記の日付は株主総会承認年月日であります。 

  

④ 【株主資本等変動計算書】 

第100期(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 

  

  

    
第99期

(平成18年３月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)

Ⅰ 当期未処分利益   22,807 

合計   22,807 

Ⅱ 利益処分額     

１ 配当金   1,592   

２ 役員賞与金     

取締役賞与金   100 1,692 

Ⅲ 次期繰越利益   21,114 

      

  

株主資本 

資本金 
資本剰余金 

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

平成17年12月31日残高(百万円) 35,613 5,822 9,632 15,455 

事業年度中の変動額         

 剰余金の配当(百万円)   (注１)         

 当期純利益(百万円)         

 役員賞与の支給(百万円) (注２)         

 自己株式の取得(百万円)         

 自己株式の処分・消却(百万円)     △9,632 △9,632 

 株主資本以外の項目の事業 
 年度中の変動額(純額)(百万円)         

事業年度中の変動額合計 
(百万円) ― ― △9,632 △9,632 

平成18年12月31日残高(百万円) 35,613 5,822 0 5,822 



  

  

(注１) このうち、△1,592百万円は、平成18年3月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

(注２) 平成18年3月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本 

利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 
利益準備金 

その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成17年12月31日残高(百万円) 3,194 22,807 26,001 △255 76,813 

事業年度中の変動額           

 剰余金の配当(百万円)   (注１)   △3,342 △3,342   △3,342 

 当期純利益(百万円)   7,862 7,862   7,862 

 役員賞与の支給(百万円) (注２)   △100 △100   △100 

 自己株式の取得(百万円)       △20,003 △20,003 

 自己株式の処分・消却(百万円)   △8,500 △8,500 18,133 0 

 株主資本以外の項目の事業 
 年度中の変動額(純額)(百万円)           

事業年度中の変動額合計 
(百万円) ― △4,080 △4,080 △1,869 △15,582 

平成18年12月31日残高(百万円) 3,194 18,727 21,921 △2,125 61,231 

  

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 
評価差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成17年12月31日残高(百万円) 4,903 4,903 81,716 

事業年度中の変動額       

 剰余金の配当(百万円)   (注１)     △3,342 

 当期純利益(百万円)     7,862 

 役員賞与の支給(百万円) (注２)     △100 

 自己株式の取得(百万円)     △20,003 

 自己株式の処分・消却(百万円)     0 

 株主資本以外の項目の事業 
 年度中の変動額(純額)(百万円) 318 318 318 

事業年度中の変動額合計 
(百万円) 318 318 △15,263 

平成18年12月31日残高(百万円) 5,221 5,221 66,453 



重要な会計方針 

  

項目 
第99期

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

第100期 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

  期末決算日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は、全部資本直

入法により処理し、売却原価は、

移動平均法により算定) 

 時価のないもの 

  移動平均法による原価法 

なお、投資事業有限責任組合及びそ

れに類する組合への出資（証券取引

法第２条第２項により有価証券とみ

なされるもの）については、組合契

約に規定される決算報告日に応じて

入手可能な最近の決算書を基礎と

し、持分相当額を純額で取り込む方

法によっております 

子会社株式及び関連会社株式 

 同左 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

  期末決算日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は、全部純資産

直入法により処理し、売却原価

は、移動平均法により算定) 

 時価のないもの 

 同左 

  

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

製品・仕掛品・原材料 

 総平均法による原価法 

貯蔵品 

 最終仕入原価法による原価法 

製品・仕掛品・原材料 

 同左 

貯蔵品 

 同左 

３ 固定資産の減価償却の方

法 

有形固定資産 

 定率法 

 なお、部品成形及び鋳造用金型につ

いては、見積使用可能期間の月数に

よる定額法。また、平成10年４月１

日以降に取得した建物(建物附属設

備は除く)については、定額法 

有形固定資産 

 同左 

    なお、主な償却期間は以下のとおり

であります。 

建物 ７～50年 

有形固定資産
その他 
（機械装置） 

７～13年 

  無形固定資産 

 定額法 

 ただし、ソフトウェア(自社利用分)

については、社内における見込利用

可能期間(５年)に基づく定額法 

無形固定資産 

 同左 

  長期前払費用 

 定額法 

長期前払費用 

 同左 

４ 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末決算日の

直物為替相場または予約レートにより

円貨に換算し、換算差額は損益として

処理しております。 

 同左 

５ 引当金の計上基準 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

貸倒引当金 

 同左 



  

項目 
第99期

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

第100期 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

  賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額に基づき

計上しております。 

賞与引当金 

 同左 

  役員賞与引当金 

――― 

役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の支出に

充てるため、支給見込額のうち当事

業年度の負担額を計上しておりま

す。 

（会計方針の変更） 

当事業年度より「役員賞与に関する

会計基準」（企業会計基準委員会

平成17年11月29日 企業会計基準第

4号）を適用しております。 

これにより販売費及び一般管理費は

100百万円増加し、営業利益、経常

利益及び税引前当期純利益は同額減

少しております。 

  退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務の見込額

及びシマノ企業年金基金資産に基づ

き、当期末において発生していると

認められる額を計上しております。

また、過去勤務債務及び数理計算上

の差異については、発生年度に費用

処理する方法を採用しております。 

退職給付引当金 

 同左 

  

  

  

  

  

  

  

（会計方針の変更） 

 当事業年度より「『退職給付に係る

会計基準』の一部改正」（企業会計

基準委員会 平成17年3月16日 企

業会計基準第3号）及び「『退職給

付に係る会計基準』の一部改正に関

する適用指針」（企業会計基準委員

会 平成17年3月16日 企業会計基

準適用指針第7号）を適用しており

ます。 

 これにより営業利益、経常利益及び

税引前当期純利益は61百万円増加し

ております。 

  役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計

上しております。 

役員退職慰労引当金 

 同左 

６ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 



  

  

項目 
第99期

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

第100期 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

７ ヘッジ会計の方法 ヘッジ会計の方法 

 為替予約が付されている外貨建金銭

債権債務等については、振当処理を

行っております。 

ヘッジ手段とヘッジ対象 

 外貨建資産・負債に係る為替変動リ

スク 

 外貨建の仕入・売上に係る金銭債権

債務などをヘッジ対象として為替予

約を行っております。 

ヘッジ方針 

 ヘッジ取引は、業務遂行上、輸出入

の取引を行うに当たって抱える可能

性のある市場リスクを適切に管理

し、当該リスクの低減を図ることを

目的とする場合のみに限っておりま

す。 

ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ会計を適用する場合は、「金

融商品会計に関する実務指針(中間

報告)」(日本公認会計士協会 平成

12年１月31日)によっております。 

同左 

８ 消費税等の会計処理 税抜方式によっております。 同左 



会計処理の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

  

第99期 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

第100期
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 

（自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準等

の一部改正） 

 当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月

９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適

用指針第８号）並びに改正後の「自己株式及び準備金

の額の減少等に関する会計基準」（企業会計基準委員

会 最終改正平成18年８月11日 企業会計基準第１

号）及び「自己株式及び準備金の額の減少等に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 最終改

正平成18年８月11日 企業会計基準適用指針第２号）

を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

66,453百万円であります。 

 財務諸表等規則の改正により、当事業年度における財

務諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成してお

ります。 

第99期 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

第100期
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

（貸借対照表） 

「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年法

律第97号）が平成16年６月９日に公布され、平成16年

12月１日より適用されたこと及び「金融商品会計に関

する実務指針」（会計制度委員会報告第14号）が平成

17年２月15日付で改正されたことに伴い、当事業年度

から投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への

出資（証券取引法第２条第２項により有価証券とみな

されるもの）を投資有価証券として表示する方法に変

更いたしました。 

なお、当事業年度の投資有価証券に含まれる当該出資

の額は、105百万円であります。 

  

――― 

  



追加情報 

  

  

第99期 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

第100期
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

外形標準課税制度 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律

第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度

が導入されたことに伴い、当事業年度から「法人事業

税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示に

ついての実務上の取扱い」（平成16年２月13日 企業

会計基準委員会 実務対応報告第12号）に従い法人事

業税の付加価値割及び資本割については、販売費及び

一般管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が121百万円増加

し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益がそれ

ぞれ121百万円減少しております。 

  

――― 

  



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

  

第99期 
(平成17年12月31日) 

第100期
(平成18年12月31日) 

   ただし、定款の定めにより、株式の消却が行われ

た場合は、これに相当する株式数を減ずることに

なっておりましたが、平成18年３月30日開催の第

99期定時株主総会で削除されました。 

※１ 授権株式総数 普通株式 262,400,000株

発行済株式総数 普通株式 102,803,207株

  

  

  

  

※１  ―――  

     

    

※２ 関係会社に係る注記 

   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりであります。 

売掛金 4,337百万円

未収入金 3,137 〃 

買掛金 3,694 〃 

預り金 3,104 〃 

※２ 関係会社に係る注記 

   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりであります。 

売掛金 6,219百万円

未収入金 2,877 〃 

買掛金 7,144 〃 

短期借入金 15,118 〃 

未払金 623 〃 

預り金 3,970 〃 

    

※３ 当期末日が金融機関の休日であるため、期末日が

満期日である手形の会計処理は、手形交換日をも

って決済処理をしております。なお、次の期末日

満期手形が期末残高に含まれております。 

受取手形 68百万円

※３ 当期末日が金融機関の休日であるため、期末日が

満期日である手形の会計処理は、手形交換日をも

って決済処理をしております。なお、次の期末日

満期手形が期末残高に含まれております。 

受取手形 73百万円

    

※４ 役員退職慰労引当金は全額が役員の退職慰労金の

支出に備えるものであり、これは商法施行規則第

43条に規定する引当金に該当します。 

※４         ――― 

    

※５ 会社が保有する自己株式の数 

普通株式 85,555株

※５         ――― 

     

    

６ 配当制限 

   商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は4,903

百万円であります。 

６         ――― 



(損益計算書関係) 

  

第99期 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

第100期
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

※１ 他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

販売費 321百万円

一般管理費 6 〃 

製造経費 236 〃 

計 564 〃 

※１ 他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

販売費 370百万円

一般管理費 5 〃 

製造経費 31 〃 

特別損失 368 〃 

計 775 〃 

    

※２ 販売費及び一般管理費の主な内容は次のとおりで

あります。 

運送費 1,233百万円

広告宣伝費 3,009 〃 

関係会社手数料 2,210 〃 

給料及手当 3,593 〃 

減価償却費 1,824 〃 

手数料 2,552 〃 

基礎研究費 2,762 〃 

賞与引当金繰入額 85 〃 

退職給付引当金繰入額 229 〃 

役員退職慰労引当金繰入額 79 〃 

※２ 販売費及び一般管理費の主な内容は次のとおりで

あります。 

運送費 1,178百万円

広告宣伝費 3,430 〃 

関係会社手数料 2,089 〃 

給料及手当 3,684 〃 

減価償却費 1,618 〃 

手数料 2,460 〃 

基礎研究費 3,175 〃 

役員賞与引当金繰入額 100 〃 

賞与引当金繰入額 87 〃 

退職給付引当金繰入額 263 〃 

役員退職慰労引当金繰入額 162 〃 

   販売費及び一般管理費のうち販売費の割合約51％ 

   当期は給料手当に賞与1,004百万円が含まれてお

ります。 

   販売費及び一般管理費のうち販売費の割合約52％ 

   当期は給料手当に賞与1,030百万円が含まれてお

ります。 

    

※３ 各科目に含まれている関係会社との主な取引の金

額は次のとおりであります。 

製品仕入及び原材料仕入高 37,314百万円

受取配当金 3,520 〃 

※３ 各科目に含まれている関係会社との主な取引の金

額は次のとおりであります。 

売上高 28,941百万円

製品仕入及び原材料仕入高 46,423 〃 

受取配当金 2,538 〃 

    

※４ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

5,699百万円

※４ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

6,640百万円



  
第99期 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

第100期
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

※５ 減損損失 

   当社は以下の資産グループについて減損損失を計

上しました。 

用途 種類 場所 その他 

自転車部品

製造設備 

建物 

構築物 

機械及び装

置 

車両及び運

搬具 

工具器具及

び備品 

ソフトウェ

ア 

大阪府堺市 

山口県 

下関市 

遊休資産

でありま

す 

釣具 

製造設備 

建物 

構築物 

山口県 

下関市 

熊本県 

山鹿市 

遊休資産

でありま

す 

※５ 減損損失 

   当社は以下の資産グループについて減損損失を計

上しました。 

用途 種類 場所 その他 

自転車部品

製造設備 

営業設備 

建物 

構築物 

機械及び装

置 

工具器具及

び備品 

大阪府堺市 

山口県 

下関市 

遊休資産

でありま

す 

釣具 

製造設備 

営業設備 

建物 

機械及び装

置 

工具器具及

び備品 

土地 

大阪府堺市 

千葉県 

四街道市 

遊休資産

でありま

す 

その他 

製造設備 

工具器具及

び備品 

大阪府堺市 

  

遊休資産

でありま

す 

    

（経緯） 

    自転車部品製造設備及び釣具製造設備のうち、

遊休資産については今後も事業の用に供する予定

がないため、帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失（230百万円）として

特別損失に計上しました。 

（経緯） 

    自転車部品製造設備・営業設備、釣具製造設

備・営業設備及びその他製造設備のうち、遊休資

産については今後も事業の用に供する予定がない

ため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該

減少額を減損損失（385百万円）として特別損失

に計上しました。 



  

  

(株主資本等変動計算書関係) 

  

第100期(自 平成18年１月１日  至 平成18年12月31日) 

  

自己株式に関する事項 

 

（変動の事由） 

増加数の主な内訳は以下のとおりであります。 

株主総会決議に基づく買取による増加     2,702千株 

取締役会決議に基づく買取による増加     3,020千株 

単元未満株式の買取による増加          4千株 

減少数の主な内訳は以下のとおりであります。 

消却による減少               5,200千株 

単元未満株式の売渡による減少          0千株 

  

第99期 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

第100期
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

（減損損失の金額） 

 種類   金額 

建物 124百万円 

構築物 1 〃 

機械及び装置 99 〃 

車両及び運搬具 0 〃 

工具器具及び備品 5 〃 

ソフトウェア 0 〃 

合計 230 〃 

（減損損失の金額） 

 種類   金額 

建物 46百万円 

構築物 1 〃 

機械及び装置 151 〃 

工具器具及び備品 76 〃 

土地 110 〃 

合計 385 〃 

    

（グルーピングの方法） 

    当社は、事業の区分をもとに概ね独立したキャ

ッシュ・フローを生み出す最小の単位によって資

産のグルーピングを行っており、現在遊休状態に

あり、今後も事業の用に供する予定がないものに

ついては遊休資産としてグルーピングしておりま

す。また賃貸資産については、物件毎にグルーピ

ングを行っております。 

（グルーピングの方法） 

    同左 

    

（回収可能価額の算定方法等） 

    回収可能価額は正味売却価額であり、その評価

額は重要性が乏しいため、残存価額もしくは固定

資産評価額としております。 

（回収可能価額の算定方法等） 

    同左 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式 （千株） 85 5,727 5,200 613 



(リース取引関係) 

  

  

次へ 

第99期 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

第100期
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引に係る注記 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引に係る注記 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  工具器具及び備品

取得価額相当額 76百万円

減価償却累計額相当額 30 〃 

期末残高相当額 45 〃 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

工具器具及び備品 

取得価額相当額 76百万円

減価償却累計額相当額 53 〃 

期末残高相当額 22 〃 

  なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

  なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 22百万円

１年超 22 〃 

合計 45 〃 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 14百万円

１年超 8 〃 

合計 22 〃 

  なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。 

  なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。 

３ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 22百万円

減価償却費相当額 22 〃 

３ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 22百万円

減価償却費相当額 22 〃 

    

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用

年数とし、残存価額を０とする定額法によっており

ます。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用

年数とし、残存価額を０とする定額法によっており

ます。 

オペレーティング・リース取引に係る注記 

   未経過リース料 

１年以内 22百万円

１年超 49 〃 

合計 72 〃 

オペレーティング・リース取引に係る注記 

   未経過リース料 

１年以内 29百万円

１年超 59 〃 

合計 89 〃 



(有価証券関係) 

  

  

(税効果会計関係) 

  

  

次へ 

第99期 
(平成17年12月31日) 

第100期
(平成18年12月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありま

せん。 

同左 

第99期 
(平成17年12月31日) 

第100期
(平成18年12月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産    

賞与引当金繰入限度超過額 78百万円

未払事業税 195 〃 

役員退職慰労引当額 357 〃 

退職給付引当金超過額 641 〃 

その他有価証券評価差額金 155 〃 

減価償却限度超過額 562 〃 

ゴルフ会員権評価損 133 〃 

貸倒引当金超過額 548 〃 

減損損失 292 〃 

少額資産償却超過額 199 〃 

その他 69 〃 

繰延税金資産合計 3,233 〃 

繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金 △3,397 〃 

繰延税金負債合計 △3,397 〃 

繰延税金負債純額 △164 〃 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産    

賞与引当金繰入限度超過額 80百万円

未払事業税 76 〃 

役員退職慰労引当額 403 〃 

退職給付引当金超過額 453 〃 

その他有価証券評価差額金 190 〃 

減価償却限度超過額 544 〃 

ゴルフ会員権評価損 130 〃 

貸倒引当金超過額 527 〃 

減損損失 408 〃 

少額資産償却超過額 210 〃 

たな卸資産評価損 388 〃 

外国税額控除超過額 195 〃 

その他 104 〃 

繰延税金資産合計 3,714 〃 

繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金 △3,664 〃 

繰延税金負債合計 △3,664 〃 

繰延税金負債純額 49 〃 

    

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 41.0％

(調 整)  

交際費等永久に損金に算入され 
ない項目 

0.4％

受取配当金等永久に益金に算入 
されない項目 

△0.2％

住民税均等割等 0.1％

外国税額控除等 △11.6％

その他 △0.4％

税効果会計適用後の法人税等の負 
担率 

29.3％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

  

法定実効税率 41.0％

(調 整)  

交際費等永久に損金に算入され
ない項目 

0.9％

受取配当金等永久に益金に算入
されない項目 

△0.2％

外国税額控除等 △16.8％

その他 △0.3％

税効果会計適用後の法人税等の負
担率 

24.6％



(１株当たり情報) 

  

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

２ 算定上の基礎 

(1) １株当たり純資産額 

(2) １株当たり当期純利益 

  

前へ     

第99期 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

第100期
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

１株当たり純資産額 794円57銭 １株当たり純資産額 685円15銭

１株当たり当期純利益 120円52銭 １株当たり当期純利益 78円44銭

  
第99期

(平成17年12月31日) 
第100期 

(平成18年12月31日) 

貸借対照表の純資産の部の合計(百万
円) 

― 66,453

普通株式に係る純資産額
(百万円) 

― 66,453

貸借対照表の純資産の部の合計額と１
株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式に係る事業年度末の純資産額
との差額 (百万円) 

― ―

普通株式の発行済株式数
(千株) 

― 97,603

普通株式の自己株式数(千株) ― 613

１株当たり純資産額の算定に用いられ
た普通株式の数 
(千株) 

― 96,990

  
第99期

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

第100期 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

当期純利益(百万円) 12,872 7,862

普通株主に帰属しない金額(百万円) 100 ―

(うち利益処分による役員賞与金) 
(百万円) 

(100) ( ―)

普通株式に係る当期純利益(百万円) 12,772 7,862

普通株式の期中平均株式数(千株) 105,979 100,245



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  

  

【その他】 

  

  

  

  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円) 

（投資有価証券）   

その他有価証券   

㈱りそなホールディングス 23,881 7,761 

㈱三菱東京ＵＦＪフィナンシャル 
グループ 

2,267 3,332 

㈱みずほフィナンシャルグループ 2,371 2,015 

㈱ブリヂストン 452,970 1,202 

㈱三井住友フィナンシャルグループ 743 906 

住友信託銀行㈱ 644,319 804 

㈱横浜銀行 519,884 484 

㈱ツバキ・ナカシマ 256,036 473 

古野電気㈱ 360,000 447 

松下電器産業㈱ 169,785 403 

㈱紀陽ホールディングス 2,254,000 396 

その他20銘柄 2,169,524 972 

計 6,855,780 19,200 

種類および銘柄 投資口数(口) 貸借対照表計上額(百万円) 

（投資有価証券）  
その他有価証券 

  

投資事業有限責任組合及びそれに類
する組合への出資 

1 96 

計 ― 96 



【有形固定資産等明細表】 

  

(注) １ 当期増加額の主なものは次のとおりであります。 

２ 当期減少額の主なものは次のとおりであります。 

当期減少額のうち（ ）内は内書きで減損損失計上額であります。 

３ 当期償却額のうち（ ）内は内書きで減損損失計上額であります。 

資産の種類 前期末残高 
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

当期末減価償却
累計額又は償却
累計額(百万円)

当期末減損
損失累計額
(百万円) 

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末残高
(百万円) 

有形固定資産       

建物 19,835 183 15 20,003 12,091 193
553 
(46)

7,718

構築物 2,470 15 82 2,403 1,901 1
69 
( 1)

500

機械及び装置 18,146 871 1,031 17,985 14,359 274
759 
(151)

3,352

車輛及び運搬具 162 28 27 163 98 ― 29 64

工具器具及び備品 24,542 2,034 758 25,818 23,684 117
1,889 
(76)

2,017

土地 9,534 ― 112
(110)

9,421 ― ― ― 9,421

建設仮勘定 561 766 973 353 ― ― ― 353

有形固定資産計 75,253 3,899 3,001
(110)

76,151 52,135 587
3,302 
(275)

23,428

無形固定資産       

特許権 39 ― ― 39 29 ― 4 10

商標権 187 7 ― 195 178 0 2 16

実用新案権 ― 5 ― 5 0 ― 0 4

ソフトウェア 7,936 3,338 217 11,057 7,057 0 1,126 3,999

ソフトウェア仮勘定 1,873 3,034 2,813 2,094 ― ― ― 2,094

その他 133 ― 0 132 96 ― 5 36

無形固定資産計 10,170 6,385 3,031 13,524 7,362 0 1,140 6,161

長期前払費用 274 2 9 267 204 ― 14 62

繰延資産       

――― ― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ― ―

工具器具及び備品 

 生産用金型 

ソフトウェア 

 生産効率強化システム 

 販売顧客サービス強化システム 

ソフトウェア仮勘定 

 生産効率強化システム 

 販売顧客サービス強化システム 

 

1,481

 

2,169

694

 

1,607

1,321

  

百万円 

  

百万円 

  〃 

  

百万円 

  〃 

ソフトウェア仮勘定 

 生産効率強化システム 

 販売顧客サービス強化システム 

 

2,151

628

  

百万円 

〃 



【引当金明細表】 

  

(注) 貸倒引当金の「当期減少額(その他)」は一般債権の貸倒実績率洗替額23百万円と貸倒懸念債権の回収による122百万円であり

ます。 

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額
(百万円) 

当期減少額
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

貸倒引当金 1,371 111 12 146 1,325

賞与引当金 191 195 191 ― 195

役員賞与引当金 ― 100 ― ― 100

役員退職慰労引当金 871 162 50 ― 983



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

資産の部 

(1) 現金及び預金 

  

  

(2) 受取手形 

イ 相手先別内訳 

  

  

ロ 期日別内訳 

  

  

区分 金額(百万円)

現金 11

預金  

当座預金 3,024

普通預金 1,412

別段預金 33

小計 4,470

計 4,481

相手先 金額(百万円)

M.I.C. Milan International 614

㈱竹乃皮屋 370

㈱ウスグモ 218

Orbea S. Coop. LTDA 181

Sunstar Taiwan Enterprises Co., Ltd. 123

その他 455

計 1,963

期日 金額(百万円)

貸借対照表日の翌日起算１か月以内のもの 920

     〃     ２か月  〃 483

     〃     ３か月  〃 248

     〃     ４か月  〃 59

     〃     ５か月以降のもの 253

計 1,963



(3) 売掛金 

イ 相手先別内訳 
  

  

ロ 回収状況及び滞留状況 
  

(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

(4) 製品 
  

  

(5) 原材料 
  

相手先 金額(百万円)

Shimano American Corporation 2,476

Paul Lange & Co. 2,410

㈱マルイ 1,566

Shimano Europe Fishing Holding B.V. 1,080

Shimano Benelux B.V. 992

その他 10,402

計 18,929

期間 
期首残高 
(百万円) 
(Ａ) 

当期発生高 
(百万円) 
(Ｂ) 

当期回収高
(百万円) 
(Ｃ) 

期末残高
(百万円) 
(Ｄ) 

回収率(％) 
Ｃ
Ａ＋Ｂ

滞留期間(日)

(Ｄ÷ 
Ｂ 
)×30

12 

平成18年１月１日から 
平成18年12月31日まで 

18,857 143,984 143,912 18,929 88.4 47.3

区分 金額(百万円) 区分 金額(百万円) 

自転車部品 釣具製品  

フリーホイール 264 リール 751

ハブ 1,816 ロッド 661

フロントギヤ 469 その他 430

変速機 1,256 冷間鍛造品・スノーボード用品他 164

ブレーキ 652  

その他 988 計 7,455

区分 金額(百万円) 区分 金額(百万円) 

鋼板・棒鋼 470 コイル材他 48

アルミ材 445 計 964



(6) 仕掛品 
  

  

(7) 貯蔵品 
  

  

(8) 関係会社株式 
  

区分 金額(百万円) 区分 金額(百万円) 

自転車部品 釣具製品  

フリーホイール 320 リール 934

ハブ 600 ロッド 112

フロントギヤ 1,274 その他 43

変速機 1,163 冷間鍛造品他 224

ブレーキ 757  

その他 692 計 6,125

区分 金額(百万円) 区分 金額(百万円) 

補助材料 35 消耗工具鋼材 31

消耗工具器具備品 150 計 217

会社名 金額(百万円)

Shimano(Singapore)Pte. Ltd. 2,768

Shimano American Corporation 1,989

Shimano Europe Holding B.V. 1,579

シマノ臨海㈱ 606

シマノ熊本㈱ 270

Lianyungang Wooyun Shoes Co.,Ltd. 125

Dunphy Holdings Pty. Ltd. 53

㈱FBM 50

島野足立㈱ 40

Shimano Australia Pty. Ltd. 21

Woo Yun Co.,Ltd. 21

㈱サンボウ 7

計 7,533



負債の部 

(1) 買掛金 

  

  

(2) 短期借入金 

  

  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

相手先 金額(百万円)

Shimano Components(Malaysia)Sdn. Bhd. 4,106

Shimano(Singapore)Pte. Ltd. 2,148

Shimano(Kunshan)Bicycle Components Co., Ltd. 736

Thousand Scores Limited 452

サンデン㈱ 117

その他 2,416

計 9,979

相手先 金額(百万円)

Shimano(Singapore)Pte. Ltd. 15,118

計 15,118



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

（注）単元未満株主の権利の制限 

当会社の株主（実質株主を含む。以下同じ。）は、その有する単元未満株式について、次に揚げる権利以外の権利を行使す

ることができない。 

１ 会社法第189条第２項各号に掲げる権利 

２ 会社法第166条第１項の規定による請求をする権利 

３ 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利 

４ 株式取扱規則に定めるところにより、その有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すこ

とを請求する権利 

  

事業年度 １月１日から12月31日まで

定時株主総会 ３月中 

基準日 12月31日

株券の種類 100株券、500株券、1,000株券、10,000株券、100株未満の株数を表示した株券 

剰余金の配当の基準日 ６月30日  12月31日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え   

取扱場所 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
 住友信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
 住友信託銀行株式会社 

取次所 住友信託銀行株式会社 全国各支店

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

株券喪失登録に伴う
手数料 

１ 喪失登録    １件につき10,000円
２ 喪失登録株券  １件につき   500円   

単元未満株式の 
買取り・買増し 

  
  
  

取扱場所 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
 住友信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
 住友信託銀行株式会社 

取次所 住友信託銀行株式会社 全国各支店

買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として当社株式取扱規則に定める金額。 

公告掲載方法 

電子公告
ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができ
ない場合は、日本経済新聞に掲載して行います。 
公告掲載アドレス http://corporate.shimano.com/financial/ 

株主に対する特典 該当事項はありません。



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には親会社等はありません。 

  

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1) 
  

有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第99期) 

自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日

  
平成18年３月31日 
関東財務局長に提出 

  
(2) 

  
自己株券買付状況 
報告書 

        
平成18年１月13日 
  〃  ２月10日 
  〃  ３月10日 
  〃  ４月14日(２通) 
  〃  ５月15日 
  〃  ６月15日 
  〃  ７月14日 
  〃  ８月11日 
  〃  ９月14日 
  〃  10月13日 
  〃  11月10日(２通) 
  〃  12月15日(２通) 
平成19年１月12日(２通) 
  〃  ２月７日(２通) 
  〃  ３月12日(２通) 
関東財務局長に提出 

(3) 半期報告書 
  

事業年度 
(第100期中) 

  
自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日

  
  
平成18年９月29日 
関東財務局長に提出 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

  

平成18年３月30日

株式会社シマノ 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社シマノの平成17年１月１日から平成17年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この

連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社シマノ及び連結子会社の平成17年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

清稜監査法人     

代表社員 
業務執行社員 

 公認会計士  夘  野  和  夫  ㊞ 

代表社員 
業務執行社員 

 公認会計士  高  橋     弘  ㊞ 

代表社員 
業務執行社員 

 公認会計士  石  井  和  也  ㊞ 

  
(会社注) 

上記監査報告書は、監査報告書の原本に記載された事項を入力したものであり、監査報告書の原本は、連結財務諸表に添付

される形で別途会社に保管されています。 



独立監査人の監査報告書 

  

平成19年３月29日

株式会社シマノ 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社シマノの平成18年１月１日から平成18年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社シマノ及び連結子会社の平成18年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

清稜監査法人     

代表社員 
業務執行社員 

 公認会計士  夘  野  和  夫  ㊞ 

代表社員 
業務執行社員 

 公認会計士  高  橋     弘  ㊞ 

代表社員 
業務執行社員 

 公認会計士  石  井  和  也  ㊞ 

  
(会社注) 

上記監査報告書は、監査報告書の原本に記載された事項を入力したものであり、監査報告書の原本は、連結財務諸表に添付

される形で別途会社に保管されています。 



独立監査人の監査報告書 

  

平成18年３月30日

株式会社シマノ 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社シマノの平成17年１月１日から平成17年12月31日までの第99期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社シマノの平成17年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

清稜監査法人     

代表社員 
業務執行社員 

 公認会計士  夘  野  和  夫  ㊞ 

代表社員 
業務執行社員 

 公認会計士  高  橋     弘  ㊞ 

代表社員 
業務執行社員 

 公認会計士  石  井  和  也  ㊞ 

  
(会社注) 

上記監査報告書は、監査報告書の原本に記載された事項を入力したものであり、監査報告書の原本は、財務諸表に添付され

る形で別途会社に保管されています。 



独立監査人の監査報告書 

  

平成19年３月29日

株式会社シマノ 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社シマノの平成18年１月１日から平成18年12月31日までの第100期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社シマノの平成18年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

清稜監査法人     

代表社員 
業務執行社員 

 公認会計士  夘  野  和  夫  ㊞ 

代表社員 
業務執行社員 

 公認会計士  高  橋     弘  ㊞ 

代表社員 
業務執行社員 

 公認会計士  石  井  和  也  ㊞ 

  
(会社注) 

上記監査報告書は、監査報告書の原本に記載された事項を入力したものであり、監査報告書の原本は、財務諸表に添付され

る形で別途会社に保管されています。 
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